　第４類　人　　事

第１章　公平委員会

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例（昭和46年条例第15号）
○公平委員会議事規則（昭和62年公平委規則第１号）
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則（昭和62年公平委規則第３号）
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則（昭和62年公平委規則第２号）

○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則（昭和62年公平委規則第４号）

第２章　定数・任用

○東十勝消防事務組合消防職員定数条例（昭和46年条例第６号）

○東十勝消防事務組合消防職員定数規則（昭和46年規則第８号）

○東十勝消防事務組合消防職員の階級及び職名に関する規程（昭和46年訓令第３号）

○東十勝消防事務組合消防団員の定員、任免、服務等に関する条例（昭和50年条例第２号）

○東十勝消防事務組合消防団員の階級に関する規則（昭和50年規則第５号）
〇東十勝消防事務組合職員の再任用に関する条例（平成14年条例第１号）
○東十勝消防事務組合職員の勧奨退職に関する特別措置要綱（平成18年要綱第４号）
○東十勝消防事務組合の消防長及び消防署長の資格を定める条例（平成25年条例第３号）

第３章　分限・懲戒

○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和46年条例第９号）

○昭和天皇の崩御に伴う職員の懲戒免除に関する条例（平成元年条例２号）

○職員の定年に関する条例（昭和59年条例２号）
○東十勝消防事務組合職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例（昭和46年条例第10号）
第４章　服　務

○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例（昭和46年条例第７号）
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和46年条例第８号）
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（平成７年条例第５号）

○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則（昭和46年規則第９号）
○昭和天皇の大喪の礼の行われる日を休日とする法律の施行に伴う関係条例の適用に関する条例　　　　（平成元年条例第１号）
○東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）

○東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する規則（平成20年規則第第１号）

○東十勝消防事務組合組合長等の服制の指定について（昭和62年訓令第11号）

○東十勝消防事務組合消防吏員服制規則（昭和46年規則第11号）

○東十勝消防事務組合消防吏員被服等貸与規則（昭和46年規則第12号）

○東十勝消防事務組合職員服務規程（昭和62年訓令第５号）
○東十勝消防事務組合消防団員の服務等に関する規則（昭和50年規則第４号）
○東十勝消防事務組合消防団員被服貸与規則（昭和50年規則第６号）
〇東十勝消防事務組合職員私有車の公務使用に関する取扱規程（昭和56年訓令第12号）

○東十勝消防事務組合職員の交通事故防止に関する要綱（昭和59年訓令第１号）

第５章　福利厚生

○東十勝消防事務組合衛生管理規程（平成３年訓令第１号）

○東十勝消防事務組合有住宅使用管理規則（昭和51年規則第２号）

第６章　安全管理

○東十勝消防事務組合消防安全管理規程（昭和60年訓令第２号）
○東十勝消防事務組合における訓練時安全管理要綱（昭和60年要網第２号）
第４類　人　　事
第１章　公平委員会
○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
（昭和46年１月16日　条例第15号）

（設置）
第１条　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第７条第３項の規定に基づき、東十勝消防事務組合公平委員会を設置する。

附　則
この条例は、公布の日から施行する。
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【関連】

○公平委員会議事規則
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則
○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例
○職員の定年に関する条例
〇東十勝消防事務組合職員の再任用に関する条例
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員服務規程
○公平委員会議事規則
（昭和62年４月１日　公平委員会規則第１号）

（目的）
第１条　この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第11条第５項の規定に基づき、公平委員会の議事に関し、必要な事項を規定することを目的とする。
（会議）
第２条　公平委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要があると認めたとき又は委員の諸表があったときに、委員長が招集する。
２　会議を招集する場合においては、委員長は、会議に付する事項並びに会議開催の日時及び場所を委員に対し、あらかじめ通知するものとする。
（会議主宰）

第３条　会議は、委員長が主宰する。
（会議の公開）
第４条　会議は、出席委員の過半数の同意によって公開することができる。
（会議の幹事）

第５条　職員のうち委員長が指定した者は、幹事として会議に出席する。
（議事日程）
第６条　議事日程は、幹事が委員長の命を受けて作成する。
（議事録）

第７条　法第11条第４項の議事録は、幹事が作成する。
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
（昭和62年４月１日　公平委員会規則第３号）
（この規則の目的）
第１条　この規則は、職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和46年条例第10号）第５条の規定に基き条例の実施に関し必要な事項を定めることを目的とする。
（処分の軽重）
第２条　懲戒処分の軽重は、戒告、減給、停職及び免職の順序による。
（処分の方法）
第３条　職員を懲戒処分に附する場合には、戒告、減給、停職又は免職のいずれか一つの方法を用い、これらの処分を二つ以上あわせてはならない。
（手続及び効果の細部）

第４条　この規則の実施に関し必要な事項は、別に定める。

附　則
この規則は、公布の日から施行する。
[image: image3.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○公平委員会議事規則
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則
○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例
○職員の定年に関する条例
〇東十勝消防事務組合職員の再任用に関する条例
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員服務規程
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
（昭和62年４月１日　公平委員会規則第２号）

（目的）

第１条　この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第48条の規定に基づき、職員の勤務条件に関する措置の要求及び審査判定の手続並びに審査判定の結果執るべき措置に関し、必要な事項を定めることを目的とする。
（勤務条件に関する措置の要求）

第２条　職員が法第46条の規定により勤務条件に関する措置の要求（以下「措置の要求」という。）をしようとするときは、これを書面でしなければならない。
２　前項の書面（以下「措置要求書」という。）には、次の各号に掲げる事項を記載し、措置の要求をしようとする職員が署名押印して正副各１通を適切な資料とともに公平委員会に提出しなければならない。
(1)　措置の要求をしようとする職員の職及び所属部局並びにその氏名
(2)　要求すべき措置
(3)　措置の要求をしようとする理由
（措置の要求の調査等）

第３条　措置要求書が提出されたときは、公平委員会は、その記載事項及び添付資料並びに要求すべき措置等について調査しなければならない。この場合において適当と認めるときは、公平委員会は、関係当事者に対し要求すべき措置について交渉を行なうようすすめるものとする。
（審査）

第４条　公平委員会は、事案の審査のため必要があると認めるときは、措置の要求を行なう職員（以下「要求者」という。）その他事案に関係がある者を喚問してその陳述を求め、これらの者に対して書類又はその写の提出を求め、その他事実調査を行なうものとする。
（要求の取下）

第５条　要求者は、公平委員会が事案について判定を行なうまでの間は、いつでも措置の要求の全部又は一部を取り下げることができる。
２　前項の措置の要求の取り下げは、書面で行なわなければならない。
（審査の打切）
第６条　公平委員会は、要求者の死亡、所在不明等により事案の審査を継続することができなくなったと認める場合又は関係当事者における交渉による事案の解決、要求の事由の消滅等により事案の審査を継続する必要がなくなったと認める場合においては、事案の憲査を打ち切ることができる。
（判定）
第７条　公平委員会は、審査を終了したときは、すみやかに判定を行ない、書面に作成して要求者に送達するものとする。
（勧告）
第８条　公平委員会は、判定の結果、必要があると認める場合においては、当局に対して書面で必要な勧告をしなければならない。この場合において、その書面の写を同時に要求者に送達するものとする。
（雑則）

第９条　この規則に定めるもののほか、措置の要求の審査の手続等について必要な事項は、公平委員会が定める。

附　則
この規則は、公布の日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○公平委員会議事規則
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則
○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例
○職員の定年に関する条例
〇東十勝消防事務組合職員の再任用に関する条例
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員服務規程
【様式】

別表１　規則第２条に規定する措置要求書様式
別表２　規則第２条に規定する措置要求書記載事項変更届様式
別表３　規則第４条に規定する陳述書様式
別表４　規則第５条に規定する措置要求の取下申出書様式
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則

（昭和62年４月１日　公平委員会規則第４号）

第１節　総則
（目的）

第１条　この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第８条第８項及び第51条の規定に基づき、職員の懲戒その他その意に反する不利益処分（以下「処分」という。）についての審査請求又は異議申立て（以下「不服申立て」という。）の手続及び審査の結果執るべき措置に関し、必要な事項を定めることを目的とする。
（当事者）

第２条　当事者とは、審査請求人又は異議申立人（以下「不服申立人」という。）及び処分者をいう。
２　処分について審査請求をする者を審査請求人と、異議申立てをする者を異議申立人と、処分を行なった者を処分者という。ただし、処分者が当該処分を行なった後において、その職を離れた場合には、その職又はこれに相当する職にある者を処分者とみなす。
（代理人）

第３条　当事者は、必要があるときは、代理人を選任し、及び解任することができる。
２　公平委員会は、審理の円滑迅速な進行と公平な運営を期するため特に必要があると認めるときは、代理人の数を制限することができる。
３　当事者は、代理人を選任し、又は解任した場合においては、その者の氏名、住所及び職業を公平委員会に届け出なければならない。
（代理人の権限）

第４条　代理人は、当事者のために、その事案の審査に関し必要な行為をすることができる。ただし、不服申立ての全部又は一部を取り下げることはできない。
２　代理人の行なった行為は、当事者が直ちに取り消し、又は訂正したときは、その効力を生じない。
第２節　不服の申立て
（不服申立て）
第５条　処分についての法第49条の２第１項の規定による不服申立ては、審査請求書又は異議申立書（以下「不服申立書」という。）正副各１通を公平委員会に提出しなければならない。
２　不服申立書には、次の各号に掲げる事項を記載し、不服申立人が記名押印しなければならない。
(1)　処分を受けた者の氏名、住所及び生年月日
(2)　処分を受けた者の処分を受けた当時の職及び所属
(3)　処分を行なった者の職及び氏名
(4)　処分の内容及び処分を受けた年月日
(5)　処分があったことを知った日
(6)　処分に対する不服の理由
(7)　口頭審理を請求する場合は、その旨及び公開又は非公開の別
(8)　法第49条第１項又は第２項に規定する処分説明書（以下「処分説明書」という。）の交付を受けた年月日。ただし、処分説明書が交付されなかったときは、その経緯
(9)　不服申立ての年月日
３　不服申立書には、正副ともに処分説明書の写各１通を添付しなければならない。ただし、処分説明書が交付されなかったときは、この限りでない。
４　不服申立書に記載した事項に変更を生じた場合には、不服申立人は、その都度その旨をすみやかに公平委員会に届け出なければならない。
（不服申立ての受理及び却下）

第６条　不服申立書が提出されたときは、公平委員会は、その記載事項及び添付書類並びに処分の内容、不服申立人の資格及び不服申立ての期限等について調査し、不服申立てを受理すべきかどうかを決定しなければならない。
２　前項に規定する調査の結果、不服申立書に不備の点があると認められるときは、公平委員会は、相当の期限を定めて、不服申立人に、その不備を補正させることができる。ただし、不備の点が軽微であって、事案の内容に影響がないものと認められるときは、公平委員会は、職権でこれを補正することができる。
３　不服申立人が前項の補正命令に従わなかった場合には、公平委員会は、不服申立てを却下することができる。
４　公平委員会は、不服申立てを受理すべきものと決定したときは、その旨を当事者に通知するとともに、処分者に不服申立書の副本を送付しなければならない。審査の請求を却下すべきものと決定したときは、その旨を不服申立人に通知しなければならない。
第３節　審査の手続
（審査の併合）
第７条　公平委員会は、当事者の申請又は職権により、同一又は相関連する事案にかかる数個の不服申立てを併合して審査することを適当と認めるときは、これを併合して審査することができる。公平委員会は、必要があると認めるときは、併合した審査を分離することができる。
２　前項の規定により、審査を併合し、及び分離する場合においては、公平委員会は、その旨を当事者に通知しなければならない。
（代表者）

第８条　審査の併合にかかる事案の不服申立人は、それらのうちから代表者１名を選任し、及び解任することができる。
２　不服申立人が代表者を選任し、又は解任したときは、その者の氏名を公平委員会に届け出なければならない。
３　代表者は、不服申立人のために、その事案の審査に関する一切の行為をすることができる。ただし、不服申立ての全部又は一部を取り下げることはできない。
４　代表者が選任されている場合には、不服申立人に対する通知その他の行為は、代表者にすれば足りるものとする。
（書面審理）

第９条　公平委員会は、書面審理を行なう場合においては、期限を定めて、不服申立人に対し証拠の提出を求めるとともに、期限を定めて、処分者から答弁書及び証拠の提出を求めるものとする。
２　公平委員会は、答弁書が提出された場合には、不服申立人にその写を送付し、必要があると認めるときは、期限を定めて反論書の提出を求めることができる。
３　公平委員会は、反論書が提出された場合には、処分者にその写を送付しなければならない。
４　公平委員会は、必要があると認めるときは、当事者に質問し、又は立証を求めることができる。

５　当事者は、審査が終了するまでは、公平委員会に対し、口頭で意見を述べる機会を与えられるよう申し出ることができる。
６　公平委員会は、必要があると認めるときは、職権で証拠調べをすることができる。
７　当事者は、審理が終了するまでは、何時でも公平委員会に対し、証拠の申出をすることができる。ただし、公平委員会が必要ないと認めるときは、これを取調べないことができる。
８　公平委員会による証人の喚問は、次の各号に掲げる事項を記載した呼出状により行なわなければならない。
(1)　証人として指名された者の氏名、住所及び職業
(2)　出頭すべき日時及び場所
(3)　陳述を求めようとする事項
９　公平委員会は、証人に対して陳述を求めようとする場合においては、あらかじめ宣誓を行なわせなければならない。
10　公平委員会は、証人に対し、口頭による陳述にかえて次の各号に掲げる事項を記載した書面で口述書の提出を求めることができる。
(1)　口述書を提出すべき証人の氏名、住所及び職業
(2)　口述書を提出すべき日時及び場所
(3)　口述書により陳述を求めようとする事項
11　公平委員会は、必要があると認めるときは証人相互の対質を求めることができる。
12　公平委員会が書証を所持する者に対して書類又はその写の提出を求める場合においては、次の各号に掲げる事項を記載した書面でこれを行なわなければならない。
(1)　書類又はその写を提出すべき者の氏名、住所及び職業
(2)　書類又はその写を提出すべき日時及び場所
(3)　提出すべき書類又はその写
13　公平委員会は、書類審理のつど、その要領を記載した審理調書を公平委員会の職員に作成させなければならない。審理調書には、審理を担当した公平委員会の委員又は審理調書を作成した職員が記名押印しなければならない。

（口頭審理）
第10条　公平委員会は、口頭審理を行なう場合においては、そのつど書面で口頭審理の日時及び場所を当事者に通知しなければならない。

２　公平委員会は、口頭審理の準備のため、期限を定めて、前条第１項の答弁書又は同条第２項の反論書の提出を求めることができる。
３　当事者は、前項の規定により、提出した答弁書又は反論書に記載しなかった事実を口頭審理において主張することができない。当事者が前項の期限までに答弁書又は反論書を提出しなかったときも同様とする。ただし、答弁書又は反論書に当該事実を記載できず、又は前項の期限までに答弁書又は反論書の提出できなかったことにつき、やむを得ない事情があったことを疎明したときは、この限りでない。
４　公平委員会は、必要があると認めるときは、当事者相互、当事者と証人又は証人相互の対質を求めることができる。
５　公平委員会は、口頭審理において、発言を許し、若しくはその指揮に従わない者の発言を禁止し、又は公平委員会の職務の執行を妨げる者若しくは不当な行状をする者を退席させ、その他口頭審理における秩序を維持するために必要な措置をとることができる。
６　当事者の一方、その代理人及び代表者がともに口頭審理の期日に正当な理由がなくて出席しなかったとき、又は出席しても相手方の主張した事実について争わなかったときは、その主張した事実を承認したものとみなすことができる。
７　公平委員会は、口頭審理を終了するに先立って、当事者に対して最終陳述をし、かつ、必要な証拠を提出することができる機会を与えなければならない。
８　前条第４項、第６項から第10項まで、第12項及び第13項の規定は、口頭審理について準用する。
（準備手続）
第11条　公平委員会は、必要があると認めるときは、公平委員会の委員又は職員をして口頭審理の準備手続きを行なわせることができる。
２　準備手続きにおいては、当事者は、次に掲げる事項を協議しなければならない。
(1)　口頭審理の期日に関する事項
(2)　事実の整理に関する事項
(3)　証拠の整理に関する事項
(4)　その他必要な事項
３　公平委員会は、準備手続きにおける協議のつど、準備手続調書を公平委員会の職員に作成させなければならない。この場合においては、第９条第13項の後段の規定を準用する。
（文書の送付）

第12条　文書の送付は、使送又は書留郵便によって行なう。
２　文書の送付は、これを受けるべき者の所在が知れないとき、その他文書を送付することができないときは、公示の方法によってすることができる。
３　公示の方法による送付は、公平委員会が当該文書を保管し、いつでもその送付を受けるべき者に交付する旨、掲示場に掲示してするものとする。この場合においては、掲示された日から14日を経過した時に当該文書の送付があったものとみなす。
（不服申立ての取下げ）

第13条　不服申立人は、公平委員会が事案について裁決又は決定（以下「判定」という。）を行なうまでの間は、何時でも不服申立ての全部又は一部を取下げることができる。

２　不服申立ての取下げは、書面でその旨を公平委員会に申し出なければならない。
３　取下げのあった不服申立ての部分については、初めから係属しなかったものとみなす。
（審査の打切）

第14条　公平委員会は、不服申立人の所在不明等により、審査を継続することができなくなったと認める場合又は処分者による処分の取消し、修正等により、審査を継続する必要がなくなったと認める場合においては審査を打切り、不服申立てを棄却することができる。
第４節　審査の結果執るべき措置
（判定）

第15条　公平委員会は、審査を終了したときは、その結果に基づいて、すみやかに判定を行ない、裁決書又は決定書（以下「判定書」という。）を作成しなければならない。
２　判定書には、次の各号に掲げる事項を記載し、委員各員が記名押印しなければならない。
(1)　判定
(2)　理由
(3)　判定の日付
３　公平委員会は、判定書の写を当事者に送達しなければならない。この場合におい
ては、当事者の判定に対する審査（以下「再審」という。）の請求の権利がある旨を併せて通知するものとする。
（指示）
第16条　公平委員会は、審査の結果、必要があると認める場合においては、任命権者に対し、書面で不服申立人がその処分によって受けた不当な取扱いを是正するための指示をしなければならない。
第５節　再審
（再審の請求）

第17条　当事者は、次の各号の一に該当する場合においては、公平委員会に対し、再審を請求することができる。
(1)　判定の基礎となった証拠が虚偽のものであることが判明した場合
(2)　事案の審査の際、提出されなかった新たな、かつ、重大な証拠が発見された場合
(3)　判定に影饗を及ぼすような事実について、判断の遺漏が認められた場合
２　再審の請求は、判定のあった日の翌日から起算して３日以内に行なわなければならない。
３　再審の請求は、書面で行なわなければならない。
４　前項の書面（以下「再審請求書」という。）には、次の各号に掲げる事項を記載し、再審を請求しようとする者が記名押印して、正副各１通を公平委員会に提出しなければならない。
(1)　再審の請求をする者の氏名、住所及び生年月日
(2)　判定の内容及び時期
(3)　再審を請求する時期
（再審の請求の受理及び却下）

第18条　公平委員会は、再審請求書が提出されたときは、その記載事項並びに再審を請求する者の資格、再審の請求の期限及び再審の請求の事由等について調査し、再審の請求を受理すべきかどうかを決定しなければならない。
２　公平委員会は、再審の請求を受理すべきものと決定したときは、その旨を当事者に通知するとともに、当事者の一方に再審請求書の副本を送付しなければならない。再審の請求を却下すべきものと決定したときは、その旨を再審を請求した者に通知しなければならない。
（職権による再審）

第19条　公平委員会は、第17条第１項各号に掲げる再審の事由があると認めるときは、職権により再審査を行なうことができる。
（審査の手続）

第20条　第３節（第９条の規定を除く。）の規定は、再審の場合における審査の手続について準用する。
（審査の結果執るべき措置）

第21条　公平委員会は、審査の結果に基づいて、最初の判定を正当であると認める場合にはこれを確認し、不当であると認める場合には最初の判定を修正し、又はこれにかえて新たに判定を行なわなければならない。
２　第15条第１項及び第３項前段並びに第16条の規定は、前項の場合に準用する。
第６節　審査及び再審の費用
第22条　審査及び再審の費用は、次の各号に掲げるものを除くほか、それぞれ当事者の負担とする。
(1)　公平委員会が職権で喚問した証人の宿泊料、旅費及び日当
(2)　公平委員会が職権で行なった証拠調に関する費用
(3)　公平委員会が文書の送達に要した費用
第７節　雑則
（提出書類様式）
第23条　この規則に定める審査手続の提出書類書式例は、別表のとおりとする。
（雑則）

第24条　この規則に定めるものを除くほか、処分についての不服申立ての手続き及び審査の結果執るべき措置に関し、必要な事項は、公平委員会が定める。
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○公平委員会議事規則
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例
○職員の定年に関する条例
〇東十勝消防事務組合職員の再任用に関する条例
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員服務規程
【様式】

提出書類書式

１　規則第５条に規定する不服申立書書式
２　規則第６条に規定する不服申立て不備補正書書式
３　規則第７条に規定する併合審査申請書書式
４　規則第９条に規定する答弁書及び反論書書式
５　規則第９条に規定する証拠申出書書式
６　規則第９条に規定する口述書書式
７　規則第９条に規定する宣誓書書式
８　規則第13条に規定する不服申立て取下申出書書式
９　規則第17条に規定する再審査請求書書式
第２章　定数・任用
○東十勝消防事務組合消防職員定数条例
（昭和46年１月16日　条例第６号）

改正

	昭和49年４月１日　条例第１号
昭和52年３月29日　条例第４号
昭和56年３月30日　条例第４号
昭和57年３月26日　条例第１号
昭和59年３月27日　条例第１号
平成元年３月29日　条例第３号
平成２年３月30日　条例第１号
	平成４年３月31日　条例第２号
平成５年３月26日　条例第１号
平成６年３月25日　条例第１号
平成７年３月27日　条例第２号
平成17年12月22日　条例第７号
平成18年12月25日　条例第７号




（趣旨）

第１条　この条例は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第11条第２項の規定に基づき、東十勝消防事務組合消防職員の定数を定めるものとする。
（定数）
第２条　消防職員の定数は124人とする。
附　則
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和49年４月１日条例第１号）

この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和52年３月29日条例第４号）

この条例は、昭和52年４月１日から施行する。
附　則（昭和56年３月30日条例第４号）
この条例は、昭和56年４月１日から施行する。
附　則（昭和57年３月26日条例第１号）
この条例は、昭和57年４月１日から施行する。
附　則（昭和59年３月27日条例第１号）
この条例は、昭和59年４月１日から施行する。
附　則（平成元年３月29日条例第３号）

この条例は、平成元年４月１日から施行する。
附　則（平成２年３月30日条例第１号）
この条例は、平成２年４月1日から施行する。
附　則（平成４年３月31日条例第２号）

この条例は、平成４年４月１日から施行する。
附　則（平成５年３月26日条例第１号）

この条例は、平成５年４月１日から施行する。
附　則（平成６年３月25日条例第１号）
この条例は、平成６年４月１日から施行する。
附　則（平成７年３月27日条例第２号）

この条例は、平成７年４月１日から施行する。
附　則（平成17年12月22日条例第７号）

この条例は、平成18年２月６日から施行する。
　　　附　則（平成18年12月25日条例第７号）

　この条例は、公布の日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合規約
○東十勝消防事務組合消防職員定数規則
○東十勝消防事務組合消防職員の階級及び職名に関する規程
○東十勝消防事務組合職員の勧奨退職に関する特別措置要綱
○東十勝消防事務組合消防職員定数規則
（昭和46年７月１日　規則第８号）
改正

	昭和49年４月１日　規則第２号

昭和51年11月24日　規則第４号

昭和53年８月７日　規則第４号

昭和53年12月７日　規則第６号

昭和54年４月21日　規則第３号

昭和55年６月12日　規則第３号

昭和56年４月１日　規則第２号

昭和57年４月８日　規則第３号

昭和58年４月１日　規則第３号

昭和59年12月１日　規則第６号

昭和61年３月28日　規則第２号

昭和62年４月１日　規則第３号

昭和63年３月31日　規則第４号

平成元年３月29日　規則第１号
	平成２年３月30日　規則第１号

平成３年３月27日　規則第１号

平成４年３月31日　規則第１号

平成４年６月30日　規則第４号

平成５年３月26日　規則第１号

平成６年３月30日　規則第５号

平成７年３月28日　規則第６号

平成８年３月29日　規則第１号

平成９年３月31日　規則第３号

平成16年６月１日　規則第２号

平成18年１月18日　規則第２号

平成18年３月31日　規則第９号

平成19年３月28日　規則第12号


（趣旨）

第１条　この規則は、東十勝消防事務組合消防職員定数条例（昭和40年東十勝消防事務組合条例第６号）第２条の規定に基づき東十勝消防事務組合職員（以下、「職員」という。）の階級別及び職別の定数について定めるものとする。
（定数）
第２条　職員の階級別及び職別の定数は、別表のとおりとする。
附　則
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和49年４月１日規則第２号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和51年11月24日規則第４号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和53年８月７日規則第４号）

この規則は、昭和53年４月１日から施行する。
附　則（昭和53年12月７日規則第６号）

この規則は、昭和53年12月１日から施行する。
附　則（昭和54年４月21日規則第３号）
この規則は、昭和54年４月１日から施行する。
附　則（昭和55年６月12日規則第３号）

この規則は、昭和55年４月１日から施行する。
附　則（昭和56年４月１日規則第２号）
この規則は、昭和56年４月１日から施行する。
附　則（昭和57年４月８日規則第３号）

この規則は、昭和57年４月１日から施行する。
附　則（昭和58年４月１日規則第３号）

この規則は、昭和58年４月１日から施行する。
附　則（昭和59年12月１日規則第６号）

この規則は、昭和59年12月１日から施行する。
附　則（昭和61年３月28日規則第２号）

この規則は、公布の日から施行し、昭和61年４月１日から適用する。
附　則（昭和62年４月１日規則第３号）
この規則は、昭和62年４月１日から施行する。
附　則（昭和63年３月31目規則第４号）
この規則は、昭和63年４月１日から施行する。
附　則（平成元年３月29日規則第１号）

この規則は、平成元年４月１日から施行する。
附　則（平成２年３月30日規則第１号）

この規則は、平成２年４月１日から施行する。
附　則（平成３年３月27日規則第１号）
この規則は、平成３年４月１日から施行する。
附　則（平成４年３月31日規則第１号）

この規則は、平成４年４月１日から施行する。
附　則（平成４年６月30日規則第４号）

この規則は、平成４年７月１日から施行する。
附　則（平成５年３月26日規則第１号）
この規則は、平成５年４月１日から施行する。
附　則（平成６年３月30日規則第５号）
この規則は、平成６年４月１日から施行する。
附　則（平成７年３月28日規則第６号）

この規則は、平成７年４月１日から施行する。
附　則（平成８年３月29日規則第１号）
この規則は、平成８年４月１日から施行する。
附　則（平成９年３月31日規則第３号）
この規則は、平成９年４月1日から施行する。
附　則（平成16年６月１日規則第２号）

この規則は、公布の日から施行し、平成16年５月１日から適用する。
附　則（平成18年１月18日規則第２号）

この規則は、平成18年２月６日から施行する。
附　則（平成18年３月31日規則第９号）

この規則は、平成18年４月１日から施行する。

附　則（平成19年３月28日規則第12号）

この規則は、平成19年４月１日から施行する。

別表
	職　別
	階　級
	人　員

	消防吏員
	消　防　監
	1

	
	消防司令長
	5

	
	消防司令
	23

	
	消防司令補
	38

	
	消防士長
	26

	
	消防副士長
	14

	
	消　防　士
	16

	
	小　計
	123

	事務吏員
	
	1

	合　計
	124
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【関連】

○東十勝消防事務組合規約
○東十勝消防事務組合消防職員定数条例
○東十勝消防事務組合消防職員の階級及び職名に関する規程
○東十勝消防事務組合職員の勧奨退職に関する特別措置要綱
○東十勝消防事務組合消防職員の階級及び職名に関する規程

（昭和46年７月１日　訓令第３号）

改正

	昭和52年２月23日　規程第１号
昭和53年12月７日　規程第２号
昭和56年４月１日　規程第１号
昭和61年３月14日　規程第１号
昭和62年４月１日　訓令第10号
昭和63年12月27日　規程第３号
	平成２年３月30日　規程第３号
平成３年３月27日　訓令第３号
平成５年３月22日　訓令第３号
平成７年３月31日　訓令第２号
平成10年３月31日　訓令第３号
平成19年１月12日　訓令第１号


（趣旨）
第１条　東十勝消防事務組合消防職員の階級及び職名に関しては、この規程の定めるところによる。
（消防吏員の階級）
第２条　消防組織法（昭和22年法律第226号）第16条第２項に規定する消防吏員の階級は、次の各号に掲げるとおりとする。
(1)　消防長　　消防監
(2)　消防長以外の消防吏員
消防司令長、消防司令、消防司令補、消防士長、消防副士長及び消防士
（消防吏員以外の消防職員）

第３条　消防吏員以外の消防職員を事務職員、技術職員及びその他の職員としその職名は、次の各号に掲げるとおりとする。
(1)　事務職員
課長、係長、主査、主任、主事
(2)　技術職員
技師
(3)　その他の職員
主事補、技師補
（消防司令補、消防士長及び消防副士長の階級）
第４条　消防司令補、消防士長及び消防副士長の階級は、次に定めるところによる。
(1)　消防司令補の階級は、係長及び分遣所長になった者
(2)　消防士長の階級は、副士長として、６年以上勤務し、特に勤務成績が優秀なもので、消防長が適当と認めたもの
(3)　消防副士長の階級は、消防職員として職務経験７年以上を有し、特に勤務成績が優秀なもので、消防長が適当と認めたもの
(4)　その他消防長が認めたもの
（消防監、消防司令長及び消防司令の階級）

第５条　消防監、消防司令長及び消防司令の階級は、次に定めるところによる。
(1)　消防監の階級は、消防長になった者
(2)　消防司令長の階級は、消防次長及び消防署長になった者
(3)　消防司令の階級は、副署長、支署長、課長、副支署長及び主幹になった者
（特別昇任）
第６条　消防長は、特に功績がある者が、次のいずれかに該当したときは、特別に昇任させることができる。
(1)　退職する場合
(2)　在職中危篤に陥った場合
附　則
この規程は、公布の日から施行する。
附　則（昭和52年２月23日規程第１号）
この規程は、公布の日から施行する。
附　則（昭和53年12月７日規程第２号）

この規程は、昭和53年12月1日から施行する。
附　則（昭和56年４月１日規程第１号）

この規程は、昭和56年４月１日から施行する。
附　則（昭和61年３月14日規程第１号）

この規程は、公布の日から施行し、昭和61年４月１日から適用する。
附　則（昭和62年４月１日訓令第10号）

この訓令は、昭和62年４月１日から施行する。
附　則（昭和63年12月27日規程第３号）
この規程は、昭和64年１月１日から施行する。
附　則（平成２年３月30日規程第３号）

この規程は、平成２年４月１日から施行する。
附　則（平成３年３月27日訓令第３号）

この訓令は、平成３年４月１日から施行する。
附　則（平成５年３月22日訓令第３号）

この訓令は、平成５年４月１日から施行する。
附　則（平成７年３月31日訓令第２号）

この訓令は、平成７年４月１日から施行する。
附　則（平成10年３月31日訓令第３号）

この訓令は、平成10年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成19年１月12日訓令第１号）

　この訓令は、公布の日から施行する。ただし、改正後の第３条の規定については、平成19年４月１日から適用する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防職員定数条例
○東十勝消防事務組合消防職員定数規則
○東十勝消防事務組合消防団員の定員、任免、服務等に関する条例

（昭和50年４月１日　条例第２号）
改正

	昭和51年４月１日　条例第２号

昭和52年３月29日　条例第２号

昭和52年９月28日　条例第５号

昭和53年３月29日　条例第２号

昭和54年３月23日　条例第２号

昭和55年３月29日　条例第２号

昭和56年３月30日　条例第２号

昭和57年７月13日　条例第４号

昭和58年３月26日　条例第２号

昭和60年３月29日　条例第２号

昭和60年７月９日　条例第３号
	昭和63年３月31日　条例第２号

平成３年３月22日　条例第２号

平成５年３月26日　条例第２号

平成７年３月27日　条例第４号

平成８年３月25日　条例第１号

平成12年３月27日　条例第２号

平成13年３月25日　条例第１号

平成17年12月22日　条例第６号

平成18年３月23日　条例第２号

平成18年12月25日　条例第８号

平成20年12月25日　条例第７号


（趣旨）

第１条　この条例は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第19条第２項及び第23条第１項の規定に基づき、東十勝消防事務組合非常勤消防団員（以下「団員」という。）の定員、任用、給与、分限及び懲戒、服務その他について定めるものとする。
（定員）

第２条　団員の定員は、次のとおりとする。
幕別消防団　　170名
池田消防団　　120名
豊頃消防団　　101名

浦幌消防団　　120名
（任用）

第３条　消防団長（以下「団長」という。）は、消防団の推せんに基づき、組合長が任命し、その他の団員は、団長が次の各号の資格を有する者のうちから組合長の承認を得て任命する。
(1)　当該消防団の区域内に居住する者
(2)　年令18才以上の者
(3)　志操堅固で、かつ身体強健な者
（欠格条項）

第４条　次の各号の一に該当するものは、団員となることができない．

(1)　成年被後見人又は被保佐人
(2)　禁固以上の刑に処せられ、その執行を終るまでの者又はその執行を受けることがなくなるまでの者
(3)　第６条の規定により、免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者
(4)　６ケ月以上の長期にわたり、居住地を離れて生活することを常とする者
（分限）
第５条　任命権者は、団員が次の各号の一に該当する場合においては、その意に反して、これを降任し、又は免職することができる。
(1)　勤務実績が良くない場合
(2)　心身の故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合
(3)　前２号に規定する場合のほか、団員に必要な適格性を欠く場合
(4)　定数の改廃又は予算の減少により過員を生じた場合
２　団員は、次の各号の一に該当するに至ったときは、その身分を失う。
(1)　前条第３号を除く各号の一に該当するに至ったとき。
(2)　第３条第１号に該当しなくなったとき。
（懲戒）

第６条　任命権者は、団員が次の各号の一に該当する場合においては、これに対し懲戒処分として、戒告、停職又は免職の処分をすることができる。
(1)　消防に関する法令、条例又は規則に違反した場合
(2)　職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合
(3)　団員としてふさわしくない非行があった場合
２　停職は、１月以内の期間を定めて行う。
第７条　分限及び懲戒に関する処分の手続については、組合規則で定める。
（服務規律）
第８条　団員は、団長の招集によって出動し、職務に従事するものとする。又、招集を受けない場合であっても、水火災その他の災害を知ったときは、あらかじめ指定するところに従い直ちに出動し、職務に従事しなければならない。

第９条　団員が10日以上届住地を離れる場合は、団長にあっては、組合長に、その他の者にあっては、団長に届け出なければならない。ただし、特別の事情がない限り、団員の半数以上の者が同時に居住地を離れることはできない。
第10条　団員は、職務上知り得た秘密を他にもらしてはならない。
第11条　団員は、消防団の正常な運営を阻害し、若しくは著しくその活動能率を低下させる等の集団的行動を行なってはならない。
（報酬）
第12条　団員には、別表１に定める報酬を支給する。
（費用弁償）
第13条　団員が水、火災、警戒、訓練等の職務に従事する場合においては、別表２に定める費用弁償を支給する。
２　前項の場合を除き、団員が公務のため旅行した場合、団長、副団長については組合長相当職、分団長、副分団長、部長、班長、団員については行政職給料表の適用職員相当職の費用弁償を支給する。ただし、日当については、町内にあっては400円、町内を除く十勝管内にあっては2,000円とする。
３　報酬及び費用弁償の支給方法は、別に定める。
（委任）

第14条　この条例に関し、必要な事項は、組合長がこれを別に定める。
附　則

（施行期日）

１　この条例は、昭和50年４月１日から施行する。
（経過措置）

２　この条例施行の前日に組合関係町の条例に基づき、消防団長の職にあるものは、条例第３条第１項の規定にかかわらず、消防団の推せんがあったものとみなす。
３　この条例施行の前日に組合関係町の条例に基づき、在職する消防団長以外の団員は、条例第３条第１項の規定により任命されたものとみなす。
（忠類村の編入に伴う経過措置）

４　平成21年３月31日までの間に限り、団員の定員については、第２条の規定にかかわらず、次のとおりとする。

	　　　　名　　　称
	定　　　員

	幕別消防団

忠類消防団

池田消防団

豊頃消防団

大津消防団

浦幌消防団
	　　　　　　130名

　　　　　　 40名

　　　　　　120名

　　　　　　 71名

　　　　　　 30名

　　　　　　120名


５　忠類村の編入の日（以下「編入日」という。）前に、南十勝消防事務組合忠類消防団の団長及び団員であった者で編入日に東十勝消防事務組合忠類消防団の団長及び団員に任命されたものの報酬については、平成17年度に限り、なお、従前の例による。

附　則（昭和51年４月１日条例第２号）
この条例は、公布の日から施行し、昭和51年４月１日から適用する。

附　則（昭和52年３月29日条例第２号）
この条例は、昭和52年４月１日から施行する。
附　則（昭和52年９月28日条例第５号）

この条例は、昭和52年９月28日から施行する。
附　則（昭和53年３月29日条例第２号）

この条例は、昭和53年４月１日から施行する。
附　則（昭和54年３月23日条例第２号）

この条例は、昭和54年４月１日から施行する。
附　則（昭和55年３月29日条例第２号）
この条例は、昭和55年４月１日から施行する。
附　則（昭和56年３月30日条例第２号）

この条例は、昭和56年４月１日から施行する。
附　則（昭和57年７月13日条例第４号）

この条例は、公布の日から施行する。
附　則（昭和58年3月26日条例第２号）
この条例は、昭和58年４月１日から施行する。
附　則（昭和60年３月29日条例第２号）

この条例は、昭和60年４月１日から施行する。
附　則（昭和60年７月9日条例第３号）
この条例は、公布の日から施行し、昭和60年４月１日から適用する。
附　則（昭和63年３月31日条例第２号）
この条例は、昭和63年４月１日から施行する。
附　則（平成３年３月22日条例第２号）
この条例は、平成３年４月１日から施行する。
附　則（平成５年３月26日条例第２号）

この条例は、平成５年４月１日から施行する。
附　則（平成７年３月27日条例第４号）
この条例は、平成７年４月１日から施行する。
附　則（平成８年３月25日条例第１号）
この条例は、平成８年４月１日から施行する。
附　則（平成12年３月27日条例第２号）

（施行期日）
１　この条例は、平成12年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例による改正後の東十勝消防事務組合消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に出発する旅行から適用し、施行日前に出発した旅行については、なお従前の例による。
３　民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）による改正前の民法（以下「旧法」という。）の規定による禁治産の宣告を受けた禁治産者は、改正後の民法（以下「新法」という。）の規定による後見開始の審判を受けた成年被後見人とみなす。

４　旧法の規定による心身耗弱を原因とする準禁治産の宣告を受けた準禁治産者は、新法の規定による保佐開始の審判を受けた被保佐人とみなす。
５　前項に規定する準禁治産者以外の準禁治産者に関する本条例の適用については、なお従前の例による。

附　則（平成13年３月25日条例第１号）
この条例は、平成13年４月１日から施行する。
附　則（平成17年12月22日条例第６号）
この条例は、平成18年２月６日から施行する。
附　則（平成18年３月23日条例第２号）
この条例は、平成18年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成18年12月25日条例第８号）

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成20年12月25日条例第７号）

　この条例は、平成21年４月１日から施行する。

別表１（第12条関係）　消防団員に対する報酬支給額表

（年　額）
	区　分
	報酬の額

	団　　長
	85,000円

	副 団 長
	64,000円

	分 団 長
	60,000円

	副分団長
	46,000円

	部　　長
	43,000円

	班　　長
	38,000円

	団　　員
	32,000円


別表２（第13条関係）　消防団員に対する出動費用弁償支給額表
	区　分
	支給単位
	支 給 額
	摘　　要

	水火災等非常災害出動費用弁償
	１日
	4,800円
	災害発生の場合の職務に従事した団員に支給する。１日単位は４時間とする。

	警戒出動費用弁償
	１日
	3,600円
	火災警報、年末警戒、その他警戒の任に当たった団員に支給する。

	訓練出動費用弁償
	１日
	3,600円
	演習、月例訓練、その他の訓練に出動した団員に支給する。

	機関員費用弁償
	１月
	3,000円
	１車両につき機関員１名、補助機関員２名とする。

	暖房管理出動費用弁償
	１月
	30,000円
	12月１日から翌年３月末日までの間、消防車庫の暖房管理に出動した団員に支給する。（１車庫１名分）
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防団員の階級に関する規則
○東十勝消防事務組合消防団員の階級に関する規則

（昭和50年４月１日　規則第５号）
改正

	平成19年１月12日　規則第４号
	


（趣旨）

第１条　この規則は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第23条第２項の規定に基づき、消防団員の階級について定めるものとする。
（階級）
第２条　消防団員の階級は、団長、副団長、分団長、副分団長、部長、班長及び団員とする。
（団長）
第３条　消防団長の職にある者の階級は団長とする。
（団長以外の消防団員）

第４条　団長の階級にある者以外の消防団員の階級は、副団長、分団長、副分団長、部長、班長及び団員とする。
附　則
この規則は、昭和50年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成19年１月12日規則第４号）

　この規則は、公布の日から施行する。

[image: image10.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合消防団員の定員、任免、服務等に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の再任用に関する条例

（平成14年３月26日　条例第１号）

改正

	平成17年12月22日　条例第８号
	


（趣旨）
第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第28条の４第１項、同条第２項及び第３項（法第28条の５第２項及び第28条の６第３項において準用する場合を含む。）並びに地方公務員法等の一部を改正する法律（平成11年法律第107号）附則第５条及び第６条の規定に基づき、職員の再任用（法第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。
（定年退職者に準ずるもの）
第２条　法第28条の４第１項に規定する定年退職日以前に退職した者のうち勤続期間等を考慮して法第28条の２第１項の規定により退職した者又は法第28条の３の規定により勤務した後退職した者に準じて再任用を行うことができるものは、次の各号に掲げる者とする。
(1)　25年以上勤続して退職した者であって当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの
(2)　前号に該当する者として再任用されたことがある者（前号に掲げる者を除く。）
（任期の更新）
第３条　再任用の任期の更新は、職員の当該更新直前の任期における勤務実績が良好である場合に行うことができるものとする。
２　任命権者は、再任用の任期の更新を行う場合には、あらかじめ職員の同意を得なければならない。
（任期の末日）

第４条　再任用を行う場合及び再任用の任期の更新を行う場合の任期の末日は、その者が年齢65年に達する日以後における最初の３月31日以前でなければならない。

附　則
（施行期日）
第１条　この条例は、平成14年４月１日から施行する。
（特定消防職員への適用期日）

第２条　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）附則第25条の2第１項第１号に規定する消防吏員（附則第４条において「特定消防職員」という。）である者については、平成19年４月１日から、改正法による改正後の法第28条の４から第28条の６まで及びこの条例第２条から第４条までの規定を適用する。
（任期の末日に関する特例）
第３条　次の表の左欄に掲げる期間における第４条の規定の適用については、同条中「65年」とあるのは、同表の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。
	平成14年４月１日から平成16年３月31目まで
	61年

	平成16年４月１日から平成19年３月31日まで
	62年

	平成19年４月１日から平成22年３月31日まで
	63年

	平成22年４月１日から平成25年３月31日まで
	64年


第４条　特定消防職員である職員に対する次の表の左欄に掲げる期間における第４条の規定の適用については、前条の規定にかかわらず、第４条中「65年」とあるのは、同表の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。
	平成19年４月１日から平成22年３月31日まで
	61年

	平成22年４月１日から平成25年３月31日まで
	62年

	平成25年４月１日から平成28年３月31日まで
	63年

	平成28年４月１日から平成31年３月31日まで
	64年


（忠類村の編入に伴う経過措置）

第５条　忠類村の編入の日（以下「編入日」という。）前に、南十勝消防事務組合の職員であった者で編入日以後においても引き続き東十勝消防事務組合の職員であるものに対する第２条各号の規定による勤続した期間は、編入日前に勤続した期間を通算する。
（職員の定年に関する条例の一部改正）

第６条　職員の定年に関する条例（昭和59年条例第２号）の一部を次のように改正する。
（次のよう略）
（東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例の一部改正）
第７条　東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例（昭和46年条例第16号）の一部を次のように改正する。
（次のよう略）
附　則（平成17年12月22日条例第８号）
この条例は、平成18年２月６日から施行する。
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【関連】

○職員の定年に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の勧奨退職に関する特別措置要綱

（平成18年３月31日　要綱第４号）

改正

　　平成26年３月31日　要綱第２あ号
　東十勝消防事務組合職員の勧奨退職に関する特別措置要綱（昭和61年要綱第１号）の全部を改正する。

（目的）

第１条　この要綱は、組織の活性化と公務能率の増進に資するため退職の勧奨を行い、効率的な人事を行うことを目的とする。
（対象職員）

第２条　勧奨の対象となる職員は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第３条に規定する一般職に属する職員（職員の定年に関する条例（昭和59年条例第２号）第３条に定める定年に達する日の属する年度において退職する者を除く。）で、かつ、退職時の年齢が45歳以上で、次の各号に掲げる事由のいずれかに該当し、人事管理上の必要から勧奨を行うことが適当と認められる者とする。

(1)　勤続期間（北海道市町村職員退職手当組合退職手当条例（昭和57年条例第２号）第７条の規定の例により計算した勤続期間をいう。以下同じ。）が20年以上の者であって、係長及びこれに相当する役職以上の職にある者又はこれらの職にあった者で、後進に道をゆずるため退職する場合

(2)　希望退職募集期間内（５月１日から５月31日まで）に退職の申出があった場合

(3)　その他組合長が特に必要と認めた場合

（勧奨の時期及び方法）

第３条　退職の勧奨は、文書をもって行うものとし、勧奨に応じて職員が退職の意志表示をするときは、勧奨の日から30日以内に退職予定年月日を記載した退職願を提出しなければならない。
２　勧奨は、その年度の６月30日までに行うものとする。
（退職の期限）

第４条　勧奨による退職の期限は、当該年度の末日とする。ただし、特別の事情があると認めるときは、この限りでない。
（優遇措置）

第５条　勤務成績の良好な職員が勧奨を受けて退職する場合には、東十勝消防事務組合職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成18年規則第11号。以下「規則」という。）第26条の規定に基づき、12号給の昇給（以下「特別昇給」という。）を行う。
２　前項に定める特別昇給の時期は、４号給については退職予定の日から起算して６月前の日とし、４号給以外の特別昇給については退職の日とする。ただし、前段の規定が次の各号の一に該当する場合は、それぞれの定めるところによる。

(1)　退職予定の日が、退職願を受理した日から起算して６月に満たない場合は、退職の日とする

(2)　退職予定の日から起算して６月前の日において、休職中の者又は勤務免除中の者若しくは法第55条の２第１項に規定する許可の有効期間中の者である場合は、再び勤務するに至った日又は退職の日とする

（補則）

第６条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。
附　則

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。
　　附　則（平成26年３月31日要綱第２号）
　この要綱は、平成26年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防職員定数条例
○東十勝消防事務組合消防職員定数規則
○東十勝消防事務組合消防職員の階級及び職名に関する規程
【様式】

様式第１号（第３関係）　退職の勧奨について
様式第２号（第３関係）　退職願
○東十勝消防事務組合の消防長及び消防署長の資格を定める条例

（平成25年12月26日　条例第３号）

　（消防長の資格）

第1条 消防組織法（昭和22年法律第226号）第15条第２項に規定する条例で定める消防長の資格は、次のとおりとする。
(1)　消防職員として消防事務に従事した者で、消防署長の職又はこれと同等以上と認められる職に１年以上あったものであること。
(2)　市町村の行政事務に従事した者で、部長及び課長の職（これらに相当する職を含む）又はこれと同等以上と認められる職に２年以上あったものであること。
　（消防署長の資格）

第２条　消防組織法第15条第２項に規定する条例で定める消防署長の資格は、次のとおりとする。
(1)　消防吏員として消防事務に従事した者で、消防司令以上の階級に１年以上あったものであること。
(2)　消防吏員として消防事務に従事した者で、消防司令補以上の階級に３年以上あったもの（前号に該当する者を除く。）であること。
　　　附　則
　（施行期日）

１　この条例は、平成26年４月１日から施行する。
　（東十勝消防事務組合の消防長の任命資格を定める条例の廃止）
２　東十勝消防事務組合の消防長の任命資格を定める条例（平成21年条例第３号）は、廃止する。

第３章　分限・懲戒
○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例

（昭和46年１月16日　条例第９号）

改正

	平成17年12月22日　条例第９号
	


（目的）

第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第28条第３項の規定に基づき職員の意に反する降任、免職及び休職の手続及び効果に関し、規定することを目的とする。
（降任、免職及び休職の手続）

第２条　任命権者が、法第28条第１項第１号の規定に該当するものとして職員を降任し、若しくは免職する場合、又は同条第２項第１号の規定に該当するものとして職員を休職する場合においては、医師２名を指定してあらかじめ診断を行なわせなければならない。
２　職員の意に反する降任若しくは免職又は休職の処分は、その旨を記載した書面を当該職員に交付して行なわなければならない。
（休職の効果）
第３条　法第28条第２項第１号の規定に該当する場合における休職の期間は３年をこえない範囲内において休養を要する程度に応じ、個々の場合について任命権者が定める。
２　任命権者は、前項の規定による休職の期間中であっても、その事故が消滅したと認められるときは、すみやかに復職を命じなければならない。
３　法第28条第２項第２号の規定に該当する場合における休職の期間は当該刑事事件が裁判所に係属する間とする。
第４条　休職者は、職員としての身分を保有するが職務に従事しない。
２　休職者は、条例に特別の定めがある場合を除く外、休職の期間中は原則として給与は支給されない。
（委任）

第５条　この条例の実施に関し必要な事項は、公平委員会規則で定める。
附　則
（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。

（忠類村の編入に伴う経過措置）

２　忠類村の編入の日（以下「編入日」という。）前に、休職を命じられた編入前の南十勝消防事務組合の職員で編入日以後においても引き続き休職を命じられることとなるものに対する第３条第１項の規定による休職の期間は、編入日前の休職の期間を通算する。

３　編入日前に職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和46年南十勝消防事務組合条例第９号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。

附　則（平成17年12月22日条例第９号）

この条例は、平成18年２月６日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○公平委員会議事規則
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員服務規程
○昭和天皇の崩御に伴う職員の懲戒免除に関する条例

（平成元年３月29日　条例第２号）
改正

	平成14年３月26日　条例第１号
	


（目的）

第１条　この条例は、公務員等の懲戒免除等に関する法律（昭和27年法律第117号）第３条の規定に基づき、職員の懲戒免除に関し必要な事項を定めることを目的とする。
（職員の懲戒免除）

第２条　職員（この条例施行前に職員でなくなった者を含む。）のうち、法令及び法令に基づく条例の規定により、昭和64年１月７日前の行為について、平成元年２月24日前に減給又は戒告の懲戒処分を受けた者に対しては、将来に向かってその懲戒を免除する。

附　則
この条例は、公布の日から施行し、平成元年２月24日から適用する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○公平委員会議事規則
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則
○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例
○東十勝消防事務組合職員服務規程
○職員の定年に関する条例

（昭和59年11月５日　条例第２号）
（趣旨）

第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の２第１項から第３項まで及び第28条の３の規定に基づき、職員の定年に関し必要な事項を定めるものとする。
（定年による退職）
第２条　職員は、定年に達したときは、定年に達した日以後における最初の３月31日の日（以下「定年退職日」という。）に退職する。

（定年）
第３条　職員の定年は、年令60年とする。
（定年による退職の特例）

第４条　任命権者は、定年に達した職員が第２条の規定により退職すべきこととなる場合において、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その職員に係る定年退職日の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を定め、その職員を当該職務に従事させるため引き続いて勤務させることができる。
(1)　当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、その職員の退職により公務の運営に著しい支障が生ずるとき。
(2)　当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、その職員の退職による欠員を容易に補充することができないとき。
(3)　当該職務を担当する者の交替がその業務の遂行上重大な障害となる特別の事情があるため、その職員の退職により公務の運営に著しい支障が生ずるとき。
２　任命権者は、前項の期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、前項の事由が引き続き存すると認めるときは、１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、その期限は、その職員に係る定年退職日の翌日から起算して３年を越えることができない。
３　任命権者は、第１項の規定により職員を引き続いて勤務させる場合又は前項の規定により期限を延長する場合には、当該職員の同意を得なければならない。
４　任命権者は、第１項の期限又は第２項の規定により延長された期限が到来する前に第１項の事由が存しなくなったと認めるときは、当該職員の同意を得て期日を定めてその期限を繰り上げて退職させることができる。
５　前各項の規定を実施するために必要な手続は、組合長が定める。
（定年に関する施策の調査等）

第５条　組合長は、職員の定年に関する事務の適正な運営を確保するため、職員の定年に関する制度の実施に関する施策を調査研究し、その権限に属する事務について適切な方策を講ずるものとする。
附　則
（施行期日）
１　この条例は、昭和60年３月31日から施行する、ただし、第６条の規定は、公布の日から施行する。
附　則（平成14年３月26日条例第１号抄）
（施行期日）

第１条　この条例は、平成14年４月１日から施行する。
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【関連】

〇東十勝消防事務組合職員の再任用に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の懲戒の手続及び効果に関する条例
（昭和46年１月16日　条例第10号）
　改正

	平成17年12月22日　条例第10号
	


（趣旨）
第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第29条第２項及び第４項の規定に基づき、職員の懲戒の手続及び効果について、必要な事項を定めるものとする。
（懲戒の手続）
第２条　戒告、減給、停職又は懲戒処分としての免職の処分は、その旨を記載した書面を当該職員に交付して行なわなければならない。
（減給の効果）

第３条　減給の期間は１日以上６ケ月以下とし、給料の10分の１以下を減ずるものとする。
（停職の効果）

第４条　停職の期問は１日以上６ケ月以下とする。
２　停職者は、その職を保有するが職務に従事しない。
３　停職者は、停職の期間中いかなる給与も支給されない。
（委任）
第５条　この条例の実施に関し必要な事項は、公平委員会規則で定める。
附　則
（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。
（忠類村の編入に伴う経過措置）

２　忠類村の編入の日（以下「編入日」という。）前に、減給及び停職を命じられた南十勝消防事務組合職員で編入日以後においても引き続き減給及び停職を命じられるものに対する第３条及び第４条第１項の規定による減給及び停職の期間は、編入日前の減給及び停職の期間を通算する。
３　編入日前に職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和46年南十勝消防事務組合条例第10号）の規定によりなされたものとみなす。

附　則（平成17年12月22日条例第10号）
この条例は、平成18年２月６日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○公平委員会議事規則
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員服務規程
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
第４章　服　務
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例

（昭和46年１月16日　条例第７号）
改正

	平成17年12月22日　条例第11号
	


（趣旨）

第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第31条の規定に基づき職員の服務の宣誓について、必要な事項を定めるものとする。
（服務の宣誓）

第２条　新たに職員となった者は、任命権者又は任命権者の定める上級公務員の面前において別記様式による宣誓書に署名してからでなければ、その職務を行なってはならない。
（委任）

第３条　この条例に定めるものを除く外、職員の服務の宣誓に関し必要な事項は、任命権者が定めることができる。
附　則
（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。
（忠類村の編入に伴う経過措置）

２　忠類村の編入の日（以下「編入日」という。）前に、南十勝消防事務組合の職員であった者で編入日以後においても引き続き東十勝消防事務組合の職員であるものに係る南十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例（昭和46年南十勝消防事務組合条例第７号）の規定により行われた服務の宣誓は、第２条の規定により行われたものとみなす。

附　則（平成17年12月22日条例第11号）
この条例は、平成18年２月６日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○公平委員会議事規則
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則
○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員服務規程
【様式】

別記様式（第２条関係）　宣誓書
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
（昭和46年１月16日　条例第８号）
改正

	平成17年12月22日　条例第12号
	


（趣旨）
第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第35条の規定に基づき職務に専念する義務の特例について必要な事項を定めるものとする。
（職務に専念する義務の免除）

第２条　職員は、次の各号の一に該当する場合において、あらかじめ任命権者又は、その委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる。
(1)　研修を受ける場合
(2)　厚生に関する計画の実施に参加する場合
(3)　前２号に規定する場合を除く外、組合長が定める場合

附　則
（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。
（忠類村の編入に伴う経過措置）

２　忠類村の編入の日（以下「編入日」という。）前に、南十勝消防事務組合職員であった者で編入日以後においても引き続き東十勝消防事務組合の職員であるものに係る職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和46年南十勝消防事務組合条例第８号）の規定により行われた職務に専念する義務の免除の承認は、第２条の規定により行われたものとみなす。
附　則（平成17年12月22日条例第12号）
この条例は、平成18年２月６日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例
○東十勝消防事務組合消防職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則
○東十勝消防事務組合職員服務規程
○東十勝消防事務組合消防団員の服務等に関する規則
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例

（平成７年３月27日　条例第５号）

改正

	平成11年３月23日　条例第２号

平成14年３月26日　条例第２号

平成17年12月22日　条例第13号

平成18年３月23日　条例第４号

平成19年３月20日　条例第１号
	平成20年３月25日　条例第１号

平成21年３月26日　条例第１号

平成21年12月１日　条例第４号

平成22年６月28日　条例第４号


職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（昭和46年条例第11号）の全部を改正する。
（目的）

第１条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条第６項の規定に基づき、職員の勤務時間、休日及び休暇に関し必要な事項を定めることを目的とする。
（１週間の勤務時間）
第２条　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり38時間45分とする。
２　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第10条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（同法第17条の規定による短時間勤務をすることとなった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）の１週間当たりの勤務時間は、当該承認を受けた育児短時間勤務の内容（同法第17条の規定による短時間勤務をすることとなった職員にあっては、同条の規定によりすることとなった短時間勤務の内容。以下「育児短時間勤務等の内容」という。）に従い、任命権者が定める。

３　地方公務員法第28条の４第１項又は第28条の５第１項の規定により採用された職員で同法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり15時間30分から31時間までの範囲内で、任命権者が定める。
４　地方公務員の育児休業等に関する法律第18条第１項の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり31時間までの範囲内で、任命権者が定める。

５　任命権者は、勤務の特殊性により前各項に規定する勤務時間を超えて勤務することを必要とする職員の勤務時間については、組合長の承認を得て、別に定めることができる。
（週休日及び勤務時間の割振り）
第３条　日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。以下同じ。）とする。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職員等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従いこれらの日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において週休日を設けるものとし、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員については、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において週休日を設けることができる。
２　任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日につき７時間45分の勤務時間を割り振るものとする。ただし、育児短時間勤務職員等については、１週間ごとの期間について、当該育児短時間勤務等の内容に従い１日につき７時間45分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとし、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員については、１週間ごとの期間について、１日につき７時間45分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとする。
第４条　任命権者は、公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員については、前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、週休日及び勤務時間の割振りを別に定めることができる。
２　任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務時間の割振りを定める場合には、規則の定めるところにより、４週間ごとの期間につき８日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては８日以上で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休日、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては８日以上の週休日）を設けなければならない。ただし、職務の特殊性（育児短時間勤務職員等にあっては、当該育児短時間勤務等の内容）により、４週間ごとの期間につき８日(育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、８日以上）の週休日を設けることが困難である職員については、規則の定めるところにより、４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の割合で週休日（育児短時間勤務職員等にあっては、４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の割合で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休日）を設ける場合には、この限りでない。
（週休日の振替等）
第５条　任命権者は、職員に第３条第１項又は前条の規定により週休日とされた日において特に勤務することを命ずる必要がある場合には、規則の定めるところにより、第３条第２項又は前条の規定により勤務時間が割り振られた日（以下この条において「勤務日」という。）のうち規則で定める期間内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある勤務日の勤務時間のうち半日勤務時間（勤務日の勤務時間の２分の１に相当する勤務時間として規則で定める勤務時間をいう。以下同じ。）を当該勤務日に割り振ることをやめて当該半日勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることができる。
（休憩時間）
第６条　任命権者は、１日の勤務時間が、６時間を超える場合においては少なくとも45分、８時間を超える場合においては少なくとも１時間の休憩時間を、それぞれ勤務時間の途中に置かなければならない。
２　前項の休憩時間は、職務の特殊性又は当該部署の特殊の必要がある場合において、一斉に与えないことができる。

（正規の勤務時間以外の時間における勤務）

第７条　任命権者は、組合長の許可を受けて、第２条から第５条までに規定する勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）以外の時間において職員に設備等の保全、外部との連絡及び文書の収受を目的とする勤務その他の規則で定める断続的な勤務をすることを命ずることができる。ただし、当該職員が育児短時間勤務職員等である場合にあっては、公務の運営に著しい支障を生ずると認められる場合として規則で定める場合に限り、当該断続的な勤務をすることを命ずることができる。

２　任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、正規の勤務時間以外の時間において職員に前項に掲げる勤務以外の勤務をすることを命ずることができる。ただし、当該職員が育児短時間勤務職員等である場合にあっては、公務の運営に著しい支障を生ずると認められる場合として規則で定める場合に限り、正規の勤務時間以外の時間において同項に掲げる勤務以外の勤務をすることを命ずることができる。

第７条の２　任命権者は、東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例（昭和46年条例第16号）第12条第４項の規定により時間外勤務手当を支給すべき職員に対して、規則の定めるところにより、当該時間外勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間（以下「時間外勤務代休時間」という。）として、規則で定める期間内にある第３条第２項、第４条又は第５条の規定により勤務時間が割り振られた日（以下「勤務日等」という。）（第10条第１項に規定する休日及び代休日を除く。）に割り振られた勤務時間の全部又は一部を指定することができる。

２　前項の規定により時間外勤務代休時間を指定された職員は、当該時間外勤務代休時間には、特に勤務することを命ぜられる場合を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。

　（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務）

第８条　任命権者は、次に掲げる職員がその子を養育するために請求した場合には、公務の運営に支障がある場合を除き、当該職員に当該請求に係る早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職員が育児を行うためのものとしてあらかじめ定められた特定の時刻とする勤務時間の割振りによる勤務をいう。）をさせるものとする。

　(1)　小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

　(2)　小学校に就学している子のある職員であって、規則で定めるもの

２　前項の規定は、第15条に規定する日常生活を営むのに支障がある者を介護する職員について準用する。この場合において、前項中「次に掲げる職員がその子を養育する」とあるのは「第15条に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」という。）のある職員が当該要介護者を介護する」と、「育児」とあるのは「介護」と読み替えるものとする。

３　前２項に規定するもののほか、第１項（前項において準用する場合を含む。）に規定する早出遅出勤務に関する手続きその他の早出遅出勤務に関し必要な事項は、規則で定める。

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）
第８条の２　任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者でその子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項において同じ。）において常態としてその子を養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が規則で定めるところにより、その子を養育するために請求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。

２　任命権者は、３歳に満たない子のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を講ずることが著しく困難である場合を除き、第７条第２項に規定する勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。次項において同じ。）をさせてはならない。

３　任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が規則で定めるところにより、その子を養育するために請求した場合には、当該請求した職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、１月について24時間、１年について150時間を超えて、第７条第２項に規定する勤務をさせではならない。

４　第１項及び前項の規定は、第15条に規定する日常生活を営むのに支障がある者を介護する職員について準用する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者でその子の親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項において同じ。）において常態としてその子を養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、規則で定めるところにより、その子を養育」とあるのは「第15条に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」という。）のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、規則で定めるところにより、その子を養育」とあるのは「要介護者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と読み替えるものとする。

５　前４項に規定するもののほか、勤務の制限に関する手続その他の勤務の制限に関し必要な事項は、規則で定める。
（休日）

第９条　職員は、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下「祝日法による休日」という。）には、特に勤務することを命ぜられる者を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。12月31日から翌年の１月５日までの日（祝日法による休日を除く。以下「年末年始の休日」という。）についても、同様とする。
（休日の代休日）
第10条　任命権者は、職員に祝日法による休日又は年末年始の休日（以下この項において「休日」と総称する。）である勤務日等に割り振られた勤務時間の全部（次項において「休日の全勤務時間」という。）について特に勤務することを命じた場合には、規則の定めるところにより、当該休日前に、当該休日に代わる日（次項において「代休日」という。）として、当該休日後の勤務日等（第７条の２第１項の規定により時間外勤務代休時間が指定された勤務日等及び休日を除く。）を指定することができる。
２　前項の規定により代休日を指定された職員は、勤務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤務した場合において、当該代休日には、特に勤務することを命ぜられるときを除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。
（休暇の種類）
第11条　職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇とする。
（年次有給休暇）
第12条　年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇とし、その日数は規則で定める。
（病気休暇）

第13条　病気休暇は、職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合における休暇とする。
（特別休暇）
第14条　特別休暇は、結婚、出産その他の特別な事由により職員が勤務しないことが相当である場合として規則で定める場合における休暇とする。
（介護休暇）
第15条　介護休暇は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇とする。

２　介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が同項に規定する介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する６月の期間内において必要と認められる期間とする。
３　介護休暇については、東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例（昭和46年条例第16号）第20条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、同条例第14条に規定する勤務時間１時間当たりの給与額を減額する。
（病気休暇、特別休暇及び介護休暇の承認）

第16条　病気休暇、特別体暇及び介護休暇については、規則の定めるところにより、任命権者の承認を受けなければならない。
（委任）
第17条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附　則
（施行期日）
第１条　この条例は、平成７年４月１日から施行する。
（経過措置）

第２条　この条例の施行の際現に職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例第６条第２項の規定に基づき任命権者又はその委任を受けた者の承認を受けている休暇については、東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例第16条の規定に基づき任命権者が承認したものとみなす。
（忠類村の編入に伴う経過措置）

第３条　忠類村の編入の前に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年南十勝消防事務組合条例第４号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。

附　則（平成11年３月23日条例第２号）

この条例は、平成11年４月１日から施行する。
附　則（平成14年３月26日条例第２号）
１　この条例は、平成14年４月１日から施行する。
２　改正後の職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（以下「新条例」という。）第８条の２第２項（同条第３項の規定により読み替えて準用する場合を含む。）の規定は、この条例の施行の日以後にする請求から適用し、同日前にした請求による時間外勤務の制限については、なお、従前の例による。
３　新条例第15条の規定は、改正前の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（以下「旧条例」という。）第16条の規定により介護休暇の承認を受けた職員で施行日において当該承認に係る介護を必要とする一の継続する状態についての介護休暇の初日から起算して３月を経過しているもの（当該介護休暇の初日から起算して６月を経過する日までの間にある職員に限る。）についても適用する。この場合において、新条例第15条第２項中「連続する６月の期間内」とあるのは、「平成14年４月１日から、当該状態についての介護休暇の初日から起算して６月を経過する日までの間」とする。
４　旧条例第16条の規定により介護休暇の承認を受け、施行日において当該承認に係る介護を必要とする一の継統する状態についての介護休暇の初日から起算して３月を経過していない職員の介護休暇の期間については、新条例第15条第２項中「連続する６月の期間内」とあるのは、「当該状態についての介護休暇の初日から起算して６月を経過する日までの間」とする。
附　則（平成17年12月22日条例第13号）
この条例は、平成18年２月６日から施行する。
　　　附　則（平成18年３月23日条例第４号）

　この条例は、平成18年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成19年３月20日条例第１号）

　この条例は、平成19年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成20年３月25日条例第１号）

　この条例は、平成20年４月１日から施行する。

　　附　則（平成21年３月26日条例第１号）

（施行期日）

１　この条例は、平成21年４月１日から施行する。

　（東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

２　東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）の一部を次のように改正する。

　　（次のよう）略

　（東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例の一部改正）

３　東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例（昭和46年条例第16号）の一部を次のように改正する。

　　（次のよう）略

　　附　則（平成21年12月１日条例第４号）

この条例は、平成22年４月１日から施行する。

附　則（平成22年６月28日条例第４号）

　（施行期日）
第１条　この条例は、平成22年６月30日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日から施行する。
　（経過措置）

第２条　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を早出遅出勤務開始日とする改正後の東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例第８条の規定による請求、同条例第８条の２第２項の規定による請求又は施行日以後の日を時間外勤務制限開始日とする同条第３項の規定による請求を行おうとする職員は、施行日前においても、規則の定めるところにより、これらの請求を行うことができる。
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【関連】

○東十勝消防事務組合の休日を定める条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合消防職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則

（昭和46年９月１日　規則第９号）

改正

	昭和55年３月１日　規則第２号
昭和59年12月１日　規則第５号
昭和62年４月１日　規則第４号
昭和63年３月31日　規則第５号
平成元年３月29日　規則第２号

平成３年６月25日　規則第２号
	平成４年３月31日　規則第２号
平成６年３月30日　規則第４号
平成７年３月28日　規則第７号

平成14年３月29日　規則第３号
平成19年３月23日　規則第９号
平成20年３月31日　規則第４号
	平成21年４月１日　規則第３号


（趣旨）

第１条　この規則は東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（平成７年条例第５号。以下「条例」という。）に基づきその実施に関し、必要な事項を定めるものとする。
（特別の形態によって勤務する必要のある職員の週休日及び勤務時間の割振りの基準）

第２条　任命権者は、条例第４条第２項本文の定めるところに従い週休日（条例第３条第１項に規定する週休日をいう。以下同じ。）及び勤務時間の割振りを定める場合には、勤務日（条例第５条に規定する勤務日をいう。以下同じ。）が引き続き12日を超えないようにし、かつ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が15時間30分を超えないようにしなければならない。
２　任命権者は、条例第４条第２項ただし書の定めるところに従い週休日及び勤務時間の割振りを定める場合には、次の各号に掲げる基準に適合するように行わなければならない。
(1) 週休日が毎４週間につき４日以上となること。

(2) 勤務日が引き続き12日を超えないこと。

(3) １回の勤務に割り振られる勤務時間が15時間30分を超えないこと。
（育児短期間勤務職員等についての適用除外）

第２条の２　前条の規定は、条例第２条第２項に規定する育児短時間勤務職員等（以下「育児短時間勤務職員等」という。）には適用しない。
（週休日及び勤務時間の割振りの基準）
第２条の３　条例第５条の規則で定める期間は、同条の勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の日から当該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の日までの期間とする。
２　条例第５条の規定で定める勤務時間は、所定の勤務時間を任命権者が定める時刻により区分した勤務時間（第４条の４第１項において「半日」という。）とする。
３　任命権者は、半日勤務時間（条例第５条に規定する半日勤務時間をいう。以下この条において同じ。）の割振り変更を行う場合には、第１項に規定する期間内にある勤務日の勤務時間の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する勤務時間について割り振ることをやめて行わなければならない。
４　任命権者は、週休日の振替（条例第５条の規定に基づき、勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を同条の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）又は半日勤務時間の割振り変更（同条の規定に基づき、半日勤務時間のみが割り振られている日以外の勤務日の勤務時間のうち半日勤務時間を当該勤務日に割り振ることをやめて当該半日勤務時間を同条の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）を行う場合には、週休日の振替又は半日勤務時間の割振り変更を行った後において、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、かつ、勤務日が引き続き24日を超えないようにしなければならない。
５　任命権者は、週休日の振替又は半日勤務時間の割振り変更を行った場合には、職負に対して速やかにその旨を通知しなければならない。
（宿日直勤務）
第２条の４　条例第７条第１項の規則で定める断続的な勤務は、次の各号に掲げる勤務とする。
 (1)　本来の勤務に従事しないで行う庁舎、備品、書類等の保全、外部との連絡、文書の収受及び庁内の監視を目的とする勤務（次号に掲げる勤務を除く。）

(2)　前号に規定する業務を目的とする勤務のうち、庁舎に附属する居住室に私生活を営みつつ常時行う勤務
（育児短時間勤務職員等に正規の勤務時間以外の時間における勤務を命ずることができる場合）

第２条の５　条例第７条第２項ただし書の規則で定める場合は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合において、育児短時間勤務職員等に同項に規定する勤務を命じなければ公務の運営に著しい支障が生ずると認められるときとする。
（育児を行う職員の早出遅出勤務）

第２条の６　条例第８条第１項の規則で定める者は、次のいずれにも該当する者とする。

(1) 　就業していない者（就業日数が１月について３日以下の者を含む。）であること。

(2)　負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を養育することが困難な状態にある者でないこと。

(3)　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定である者又は産後８週間を経過しない者でないこと。

２　条例第８条第１項第２号に規定する規則で定めるものは、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う施設にその子（当該放課後児童健全育成事業により育成されるものに限る。）を出迎えるために赴く職員とする。

　（育児を行う職員の早出遅出勤務の請求手続等）

第２条の７　早出遅出勤務を請求しようとする職員は、任命権者が定める早出遅出勤務請求書により、早出遅出勤務を請求する一の期間について、その初日（以下「早出遅出勤務開始日」という。）及び末日（以下「早出遅出勤務終了日」という。）とする日を明らかにして、あらかじめ任命権者に請求しなければならない。

２　早出遅出勤務の請求（条例第８条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定による請求をいう。以下同じ。）があった場合においては、任命権者は、公務の運営に支障があるかどうかについて、速やかに当該請求を行った職員に対し通知しなければならない。当該通知後において、公務の運営に支障が生じる日があることが明らかとなった場合にあっては、任命権者は、当該日の前日までに、当該請求を行った職員に対しその旨を通知しなければならない。

３　任命権者は、早出遅出勤務の請求について、その事由を確認する必要があると認めるときは、証明書類の提出を求めることができる。

第２条の８　早出遅出勤務の請求がされた後早出遅出勤務開始日とされた日の前日までに、次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、当該請求はされなかったものとみなす。

　(1)　当該請求に係る子が死亡したこと。

　(2)　当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなったこと。

　(3)　前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第８条第１項に規定する職員に該当しなくなったこと。

　(4)　当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこととなったこと。

２　早出遅出勤務開始日以後早出遅出勤務終了日とされた日の前日までに、前項各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、早出遅出勤務の請求は、当該事由が生じた日を早出遅出勤務終了日とする請求であったものとみなす。

３　前２項の場合において、当該請求をした職員は遅滞なく、第１項各号に掲げる事由が生じた旨を任命権者に届け出なければならない。

４　前条第３項の規定は、前項の規定による届出について準用する。

　（育児を行う職員の深夜勤務の制限）

第２条の９　条例第８条の２第１項（同条第３項において準用する場合を含む。以下この条及び次条第２項において同じ。）の規則で定める者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

　(1)　条例第８条の２第１項に規定する深夜（以下「深夜」という。）において就業していない者（深夜における就業日数が１月について３日以下の者を含む。）であること。

　(2)　負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を養育することが困難な状態にある者でないこと。

　(3)　６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定である者又は産後８週間を経過しない者でないこと。

　（育児を行う職員の深夜勤務の制限の請求手続等）

第２条の10　深夜勤務（深夜における勤務をいう。以下同じ。）の制限を請求しようとする職員は、任命権者が定める深夜勤務制限請求書により、深夜勤務の制限を請求する一の期間（６月以内の期間に限る。）について、その初日（以下「深夜勤務制限開始日」という。）及び末日（以下「深夜勤務制限終了日」という。）とする日を明らかにして、深夜勤務制限開始日の１月前までに任命権者に請求しなければならない。

２　深夜勤務の制限の請求（条例第８条の２第１項の規定による請求をいう。以下同じ。）があった場合においては、任命権者は、公務の正常な運営を防げるかどうかについて、速やかに当該請求を行った職員に対し通知しなければならない。当該通知後において、公務の正常な運営を妨げる日があることが明らかとなった場合にあっては、任命権者は、当該日の前日までに、当該請求を行った職員に対しその旨を通知しなければならない。

３　任命権者は、深夜勤務の制限の請求について、その事由を確認する必要があると認めるときは、証明書類の提出を求めることができる。

第２条の11　深夜勤務の制限の請求がされた後深夜勤務制限開始日とされた日の前日までに、次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、当該請求はされなかったものとみなす。

(1)　当該請求に係る子が死亡したこと。

　(2)　当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなったこと。

　(3)　前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第８条の２第１項に規定する職員に該当しなくなったこと。

　(4)　当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこととなったこと。

２　深夜勤務制限開始日以後深夜勤務制限終了日とされた日の前日までに、前項各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、深夜勤務の制限の請求は、当該事由が生じた日を深夜勤務制限終了日とする請求であったものとみなす。

３　前２項の場合において、当該請求をした職員は遅滞なく、第１項各号に掲げる事由が生じた旨を任命権者に届け出なければならない。

４　前条第３項の規定は、前項の規定による届出について準用する。

　（育児を行う職員の時間外勤務の制限の請求手続等）

第２条の12　時間外勤務（条例第８条の２第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）に規定する勤務をいう。以下同じ。）の制限を請求しようとする職員は、任命権者が定める時間外勤務制限請求書により、時間外勤務の制限を請求する一の期間について、その初日（以下「時間外勤務制限開始日」という。）及び期間（１年又は１年に満たない月を単位とする期間に限る。）を明らかにして、時間外勤務制限開始日の前日までに任命権者に請求しなければならない。

２　時間外勤務の制限の請求（条例第８条の２第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）の規定による請求をいう。以下同じ。）があった場合においては、任命権者は、同項に規定する措置を講ずることが著しく困難であるかどうかについて、速やかに当該請求を行った職員に対し通知しなければならない。

３　任命権者は、時間外勤務の制限の請求が、当該請求があった日の翌日から起算して１週間を経過する日（以下「１週間経過日」という。）前の日を時間外勤務制限開始日とする請求であった場合で、条例第８条の２第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）に規定する措置を講ずるために必要があると認めるときは、当該時間外勤務制限開始日から１週間経過日までの間のいずれかの日に時間外勤務制限開始日を変更することができる。

４　任命権者は、前項の規定により時間外勤務制限開始日を変更した場合においては、当該時間外勤務制限開始日を当該変更前の時間外勤務制限開始日の前日までに当該請求を行った職員に対し通知しなければならない。

５　任命権者は、時間外勤務の制限の請求について、その事由を確認する必要があると認めるときは、証明書類の提出を求めることができる。

第２条の13　時間外勤務の制限の請求がされた後時間外勤務制限開始日とされた日の前日までに、次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、当該請求はされなかったものとみなす。

(1)　当該請求に係る子が死亡したこと。

　(2)　当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなったこと。

　(3)　前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第８条の２第２項に規定する職員に該当しなくなったこと。

　(4)　当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこととなったこと。

２　時間外勤務制限開始日から起算して時間外勤務の制限の請求に係る期間を経過する日の前日までの間に、次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、時間外勤務の制限の請求は、時間外勤務制限開始日から当該事由が生じた日までの期間についての請求であったものとみなす。

　(1)　前項各号に掲げるいずれかの事由が生じたこと。

　(2)　当該請求に係る子が小学校就学の始期に達したこと。

３　前２項の場合（前項第２号に掲げる場合を除く。）において、当該請求をした職員は遅滞なく、第１項各号に掲げる事由が生じた旨を任命権者に届け出なければならない。

４　前条第５項の規定は、前項の規定による届出について準用する。

　（介護を行う職員の早出遅出勤務並びに深夜勤務及び時間外勤務の制限等）

第２条の14　第２条の７、第２条の８（同条第１項第３号及び第４号を除く。）、第２条の10、第２条の11（同条第１項第３号及び第４号を除く。）、第２条の12及び前条（同条第１項第３号及び第４号並びに第２項各号を除く。）の規定は、条例第15条に規定する日常生活を営むのに支障がある者を介護する職員について準用する。この場合において、第２条の８第１項第１号、第２条の９第１項第１号及び前条第１項第１号中「子」とあるのは「条例第15条に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」という。）と、第２条の８第１項第２号、第２条の11第１項第２号及び前条第１項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなった」とあるのは「要介護者と当該請求をした職員との親族関係が消滅した」と、同条第２項中「次の」とあるのは「前項」と、同条第３項中「前２項の場合（前項第２号に掲げる場合を除く。）」とあるのは「前２項の場合」と読み替えるものとする。
　（早出遅出勤務等に関し必要な事項）

第２条の15　第２条の６から前条までに規定するもののほか、早出遅出勤務並びに深夜勤務及び時間外勤務の制限に関し必要な事項は、組合長が定める。

（代休日の指定）

第３条　条例第10条第１項に基づく代休日（同項に規定する代休日をいう。以下同じ。）の指定は、勤務することを命じた休日を起算日とする８週間後の日までの期間内にあり、かつ、当該休日に割り振られた勤務時間と同一の時間数の勤務時間が割り振られた勤務日等（休日を除く。）について行わなければならない。
２　任命権者は、職員があらかじめ代休日の指定を希望しない旨申し出た場合には、代休日を指定しないものとする。
　（年次有給休暇の日数）

第４条　条例第12条の規則で定める日数は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数）とする。ただし、その日数が労働基準法（昭和22年法律第49号）第39条の規定により付与すべきものとされている日数を下回る場合は、同条の規定により付与すべきものとされている日数とする。
(1)　次号及び第３号に掲げる職員以外の職員　20日

(2)　斉一型短時間勤務職員（条例第２条第３項に規定する再任用短時間勤務職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）及び育児短時間勤務職員等のうち、１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるものをいう。以下同じ。）　20日に斉一型短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数

(3)　不斉一型短時間勤務職員（再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等のうち、斉一型短時間勤務職員以外のものをいう。以下同じ。）　155時間に条例第２条第２項、第３項又は第４項の規定に基づき定められた不斉一型短時間勤務職員の勤務時間を38時間45分で除して得た数を乗じて得た時間数を、７時間45分を１日として日に換算して得た日数

２　前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる職員の区分に該当する者の年次有給休暇については、当該各号に定める日数とする。

　(1)　次号に掲げる職員以外の職員であって、当該年の中途において新たに職員となったもの　その者の採用された月に応じ、別表第１の日数欄に掲げる日数（再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等にあっては、その者の勤務時間等を考慮して、任命権者が別に定める日数）

(2)　当該年の前年において、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）の適用を受ける職員、特別職に属する地方公務員、東十勝消防事務組合以外の地方公共団体の職員、国家公務員その他その業務が国又は地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有する法人のうち組合長が定めるものに使用される者（以下この号において「地方公営企業等労働関係法適用職員等」という。）であった者であって引き続き当該年に新たに職員となったもの　地方公営企業等労働関係法適用職員等となった日において新たに職員となったものとみなした場合におけるその者の採用された月に応じた別表第１の日数欄に掲げる日数から、新たに職員となった日の前日までの間に使用した年次有給休暇に相当する休暇の日数を減じて得た日数（この号に掲げる職員が再任用職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員をいう。以下同じ。）及び任期付職員（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第６条第１項第１号又は第18条第１項の規定により採用された職員を言う。）である場合にあっては、その者の勤務時間等を考慮し、任命権者が定める日数）
３　任命権者は、年次有給休暇を職員の請求する時季に与えなければならない。ただし、請求された時季に年次有給休暇を与えることが公務の正常な運営を妨げる場合においては、他の時季にこれを与えることができる。

第４条の２　次の各号に掲げる場合において、１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時間数（以下「勤務形態」という。）が変更されるときの当該変更の日以後における職員の年次有給休暇の日数は、当該年の初日に当該変更の日の勤務形態を始めた場合にあっては前条第１項各号又は第２項第１号に掲げる日数に次条の規定により当該年の前年から繰り越された年次有給休暇の日数を加えて得た日数とし、当該年の初日後に当該変更後の勤務形態を始めた場合において、同日以前に当該変更前の勤務形態を始めたときにあっては当該日数から当該年において当該変更の日の前日までに使用した年次有給休暇の日数を減じて得た日数に、次の各号に掲げる場合に応じ、次の各号に掲げる率を乗じて得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数）とし、当該年の初日後に当該変更前の勤務形態を始めたときにあっては当該勤務形態を始めた日においてこの条の規定により得られる日数から同日以後当該変更の日の前日までに使用した年次有給休暇の日数を減じて得た日数に、次の各号に掲げる場合に応じ、次の各号に掲げる率を乗じて得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数）とする。

(1)　再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等以外の職員が１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一である育児短時間勤務（以下この条において「斉一型育児短時間勤務」という。）を始める場合、斉一型育児短時間勤務をしている職員が引き続いて勤務形態を異にする斉一型育児短時間勤務を始める場合又は育児短時間勤務職員等が斉一型育児短時間勤務若しくは斉一型短時間勤務（育児休業法第17条の規定による短時間勤務のうち、１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるものいう。次号において同じ。）を終える場合　勤務形態の変更後における１週間の勤務日の日数を当該勤務形態の変更前における１週間の勤務日の日数で除して得た率

(2)　再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等以外の職員が斉一型育児短時間勤務以外の育児短時間勤務（以下この条において「不斉一型育児短時間勤務」という。）を始める場合、不斉一型育児短時間勤務をしている職員が引き続いて勤務形態を異にする不斉一型育児短時間勤務を始める場合又は育児短時間勤務職員等が不斉一型育児短時間勤務若しくは育児休業法第17条の規定による短時間勤務のうち斉一型短時間勤務以外のものを終える場合　勤務形態の変更後における１週間当たりの勤務時間の時間数を当該勤務形態の変更前における１週間当たりの勤務時間の時間数で除して得た率

(3)　斉一型育児短時間勤務をしている職員が引き続いて不斉一型育児短時間勤務を始める場合　勤務形態の変更後における１週間当たりの勤務時間の時間数を当該勤務形態の変更前における勤務日ごとの勤務時間の時間数を７時間45分とみなした場合の１週間当たりの勤務時間の時間数で除して得た率

(4)　不斉一型育児短時間勤務をしている職員が引き続いて斉一型育児短時間勤務を始める場合　勤務形態の変更後における勤務日ごとの勤務時間の時間数を７時間45分とみなした場合の1週間当たりの勤務時間の時間数を当該勤務形態の変更前における１週間当たりの勤務時間の時間数で除して得た率

（年次有給休暇の繰越し）

第４条の３　年次有給休暇（この条により繰り越されるものを除く。）は、一の年における年次有給休暇の20日（第４条第１項第２号又は第３号に掲げる職員にあっては、同項第２号又は第３号の規定による日数）を超えない範囲内の残日数（当該年の翌年の初日に勤務形態が変更される場合にあっては、当該残日数に前条各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める率を乗じて得た日数とし、１日未満の端数があるときはこれを切り捨てた日数とする。）を限度として、当該年の翌年に繰り越すことができる。

（年次有給休暇の単位）

第４条の４　年次有給休暇の単位は、１日又は半日（再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等にあっては、１日）若しくは１時間とする。

２　１時間を単位として使用した年次有給休暇を日に換算する場合には、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間数をもって１日とする。

(1)　次号から第４号までに掲げる職員以外の職員　７時間45分

　(2)　育児休業法第10条第１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態の育児短時間勤務職員等　次に掲げる規定に掲げる勤務の形態の区分に応じ、次に掲げる時間数

　　ア　育児休業法第10条第１項第１号　３時間55分

　イ　育児休業法第10条第１項第２号　４時間55分

　ウ　育児休業法第10条第１項第３号又は第４号　７時間45分

　(3)　斉一型短時間勤務職員（前号に掲げる職員のうち、斉一型短時間勤務職員を除く。）　勤務日ごとの勤務時間の時間数（１分未満の端数があるときは、これを切り捨てた時間）

　(4)　不斉一型短時間勤務職員（第２号に掲げる職員のうち、不斉一型短時間勤務職員を除く。）　７時間45分
（病気休暇）

第５条　病気休暇の期間は、療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必要最小限の期間とする。

（特別休暇）

第６条　条例第14条の規定で定める場合は、次の各号に掲げる場合とし、その期間は、当該各号に定める期間とする。

　(1)　公民権行使休暇　職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき　必要と認められる期間

　(2)　官公署出頭休暇　職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき　必要と認められる期間

　(3)　骨髄移植休暇　職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められるとき　必要と認められる期間

　(4)　ボランティア休暇　職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当であると認められるとき　一の年において５日の範囲内の期間

　　ア　地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動

イ　障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主として身体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な措置を講ずることを目的とする施設であって組合長が定めるものにおける活動

　　ウ　ア及びイに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病により常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活動

　(5)　結婚休暇　職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき　結婚の日の５日前の日から当該結婚の日後１月を経過する日までにおける連続する５日の範囲内の期間

　(6)　妊娠出産後通院休暇　妊娠中の職員及び出産後１年以内の職員が母子保健法（昭和40年法律第141号）第10条に規定する保健指導又は同法第13条に規定する健康診査を受ける場合　次に掲げる期間の区分に応じ、当該区分ごとに掲げる日数（医師等の特別な指示があった場合には、その指示された日数）の範囲内の期間

　　ア　妊娠満23週（第６月末）まで　４週間に１日

　　イ　妊娠満24週（第７月）から妊娠満35週（第９月末）まで　２週間に１日

　　ウ　妊娠満36週（第10月）から出産まで　１週間に１日

　　エ　出産後１年まで　１日

　(7)　妊娠障害休暇　妊娠中の職員が妊娠に伴うつわり等の障害により勤務するこ　とが困難と認められる場合　14日の範囲内の期間

　(8)　産前休暇　出産する予定である職員が申し出た場合　出産予定日の前日から起算して８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から出産の日までの期間内において必要とする期間

　(9)　産後休暇　職員が出産した場合　出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間（産後６週間を経過した職員が就業を申し出た場合において医師が支障がないと認めた業務に就く期間を除く。）

　(10)　育児休暇　生後１年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認められる授乳等を行う場合　１日２回それぞれ30分以内の期間（男子職員にあっては、その子の当該職員以外の親が当該職員がこの号の休暇を使用しようとする日におけるこの号の休暇（これに相当する休暇を含む。）を承認され、又は労働基準法第67条の規定により同日における育児時間を請求した場合は、１日２回それぞれ30分から当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し引いた期間を超えない期間）

　(11)　生理休暇　職員が生理日に勤務することが著しく困難である場合　１回につき連続する２日の期間内において必要とする期間

　(12)　配偶者出産休暇　職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）の出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる場合　３日の範囲内の期間

　(13)　育児参加休暇　職員の配偶者が出産する場合であってその出産予定日の前日から起算して８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から出産の日後８週間を経過する日までの期間にある場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養育する職員が、これらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認められるとき　当該期間内における５日の範囲内の期間

　(14)　子の看護休暇　小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養育する職員が、その子の看護（負傷し、又は疾病にかかったその子の世話を行うことをいう。）のため勤務しないことが相当であると認められる場合　一の年において５日の範囲内の期間

　(15)　忌引休暇　職員の親族（別表の親族欄に掲げる親族に限る。）が死亡した場合で、職員が葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき　別表第２の親族欄に掲げる区分に応じ同表の日数欄に掲げる連続する日数（葬儀のため遠隔の地に赴く場合にあっては、往復に要する日数を加えた日数）の範囲内の期間

　(16)　法要祭日休暇　職員が配偶者又は１親等の血族の追悼のための特別な行事のため勤務しないことが相当であると認められる場合　１日の範囲内の期間

　(17)　夏季休暇　職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であると認められる場合　一の年の７月から９月までの期間内における３日の範囲内の期間

　(18)　リフレッシュ休暇　勤続30年に達した職員が心身のリフレッシュ等のために勤務しないことが相当であると認められる場合　勤続30年に達した日の翌日から１年を経過する日までの期間内における週休日及び休日を除いて連続する３日の範囲内の期間

　(19)　住居滅失休暇　地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、職員が当該住居の復旧作業等のため勤務しないことが相当であると認められるとき　７日の範囲内の期間

　(20)　災害事故休暇　地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難であると認められる場合　必要と認められる期間

　(21)　災害時退勤休暇　地震、水害、火災その他の災害時において、職員が退勤途上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合　必要と認められる期間

　(22)　感染症予防休暇　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）の規定による交通の制限又は遮断等により勤務が不可能となった場合　必要と認められる期間

２　前項第４号、第７号、第12号、第13号及び第14号に掲げる場合で、継続再任用職員の当該採用された年における休暇の期間は、当該各号に掲げる期間から当該年において再任用職員となった日の前日までの間に使用した当該休暇の日数を減じて得た日数の範囲内の期間とする。

３　第１項第５号、第15号及び第16号に掲げる場合で、職員が結婚、葬儀又は追悼のための特別な行事のために遠隔の地に赴く必要があると認められるときの休暇の期間は、当該各号に掲げる期間に往復に要する日数を加えた日数の範囲内の期間とすることができる。

４　特別休暇は、必要に応じて１日、１時間又は１分を単位として取り扱うものとする。

５　前項の規定にかかわらず、第１項第12号から第14号までの休暇（以下この条において「特定休暇」という。）の単位は、１日又は１時間とする。ただし、特定休暇の残日数のすべてを使用しようとする場合において、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを使用することができる。

６　１日を単位とする特定休暇は、１回の勤務に割り振られた勤務時間のすべてを勤務しないときに使用するものとする。

７　１時間を単位として使用した特定休暇を日に換算する場合には、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間数をもって１日とする。

　(1)　次号及び第３号に掲げる職員以外の職員　７時間45分

　(2)　斉一型短時間勤務職員　勤務日ごとの勤務時間の時間数（７時間45分を超える場合にあっては、７時間45分とし、１分未満の端数があるときは、これを切り捨てた時間）

(3)　不斉一型短時間勤務職員　７時間45分
（介護休暇）
第６条の２　条例第15条第１項の規則で定める者は、次の各号に掲げる者であって職員と同居している者とする。
(1)　祖父母、孫及び兄弟姉妹
(2)　職員又は配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）との間において事実上父母と同様の関係にあると認められる者及び職員との間において事実上子と同様の関係にあると認められる者であって職員と同居している者
２　条例第15条第１項の規則で定める期間は、２週間以上の期間とする。
３　介護休暇の単位は、１日又は１時間とする。
　（病気休暇及び特別休暇の承認）

第７条　任命権者は、病気休暇又は特別休暇（第６条第１項第８号及び第９号に規定するものを除く。第10条第１項において同じ。）の請求について、条例第13条に定める場合又は第６条第１項各号に掲げる場合に該当すると認めるときは、これを承認しなければならない。ただし、公務の運営に支障があり、他の時期においても当該休暇の目的を達することができると認められる場合は、この限りでない。

　（介護休暇の承認）

第８条　任命権者は、介護休暇の請求について、条例第15条に定める場合に該当すると認めるときは、これを承認しなければならない。ただし、当該請求に係る期間のうち公務の運営に支障がある日又は時間については、この限りではない。

　（年次有給休暇、病気休暇及び特別休暇の請求等）

第９条　年次有給休暇を請求し、又は病気休暇、若しくは特別休暇の承認を受けようとする職員は、任命権者が定める休暇処理簿（以下「休暇処理簿」という。）にあらかじめ記入して任命権者に請求しなければならない。ただし、病気、災害その他やむを得ない事由によりあらかじめ請求できなかった場合には、その勤務しなかった時間の属する日又は勤務しなかった日（勤務しなかった日が２日以上に及ぶときはその最初の日）から休日及び週休日を除いて３日以内（以下第11条第２項において「休暇請求期間」という。）にその理由を付して請求をしなければならない。

２　第６条第１項第８号に規定する特別休暇の申出は、あらかじめ休暇処理簿に記入して任命権者に対し行わなければならない。

３　第６条第１項第９号に掲げる場合に該当することとなった職員は、その旨を速やかに任命権者に届け出るものとする。

４　週休日を除き引き続き５日を超える条例第13条及び第14条に規定する休暇の承認を求めるにあたっては医師の証明書その他勤務しない事由を十分に明らかにする書面を提出しなければならない。

　（介護休暇の請求等）

第10条　介護休暇の承認を受けようとする職員は、あらかじめ休暇処理簿に記入して任命権者に請求しなければならない。

２　前項の場合において、条例第15条第２項に規定する介護を必要とする一の継続する状態について初めて介護休暇の承認を受けようとするときは、２週間以上の期間について一括して請求しなければならない。

　（休暇の承認の決定等）

第11条　第９条第１項又は前条第１項の請求があった場合には、任命権者は速やかに承認するかどうかを決定するものとする。

２　任命権者は、休暇請求期間の経過後に第９条第１項の請求があった場合には、当該期間中に請求することができない正当な理由があったと認める場合に限り承認することができる。

（休暇届出の処理）
第12条　任命権者は、別紙様式の休暇処理簿を備えつけ別に定めるところによる休暇届出を処理しなければならない。
（隔日勤務者の特例）
第13条　隔日勤務に服する職員が有給休暇を受ける場合には、２日間引き続き受けることを原則とする。
（出勤の承認）
第14条　職員が負傷、疾病その他の理由により引き続き、１ケ月以上休暇を受け、その理由が消滅して勤務に復帰しようとする場合は、医師の診断書又は理由書を提出しなければならない。
２　消防長は、前項の診断書又は理由書により適当と認めたときは、所定の勤務に服させるものとする。

別表第１（第４条関係）

	採用された月
	日数

	１月
	20日

	２月
	18日

	３月
	17日

	４月
	15日

	５月
	13日

	６月
	12日

	７月
	10日

	８月
	８日

	９月
	７日

	10月
	５日

	11月
	３日

	12月
	２日


別表第２（第６条関係）

	親族
	日数

	配偶者
	10日

	父母
	７日

	子
	５日

	祖父母
	３日（職員が代襲相続し、かつ、祭具等の承継を受ける場合にあっては、７日）

	孫
	１日

	兄弟姉妹
	３日

	おじ又はおば
	１日（職員が代襲相続し、かつ、祭具等の承継を受ける場合にあっては、７日）

	父母の配偶者又は配偶者の父母
	３日（職員と生計を一にしていた場合にあっては、７日）

	子の配偶者又は配偶者の子
	１日（職員と生計を一にしていた場合にあっては、５日）

	祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母
	１日（職員と生計を一にしていた場合にあっては、３日）

	兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹
	１日（職員と生計を一にしていた場合にあっては、３日）

	おじ若しくはおばの配偶者又は配偶者のおじ若しくはおば
	１日


附　則

　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。

　（忠類村の編入に伴う経過措置）

２　忠類村の編入の日前に、職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年南十勝消防事務組合規則第７号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則（昭和55年３月31日規則第２号）
この規則は、昭和55年４月１日から施行する。
附　則（昭和59年12月１日規則第５号）
この規則は、昭和59年12月１日から施行する。

附　則（昭和62年４月１日規則第４号）
この規則は、昭和62年４月１日から施行する。
附　則（昭和63年３月31日規則第５号）
この規則は、昭和63年４月１日から施行する。
附　則（平成元年３月29日規則第２号）

この規則は、平成元年４月１日から施行する。
附　則（平成３年６月25日規則第２号）
この規則は、平成３年７月１日から施行する。
附　則（平成４年３月31日規則第２号）
この規則は、平成４年４月１日から施行する。
附　則（平成６年３月30日規則第４号）

この規則は、平成６年４月１日から施行する。
附　則（平成７年３月28日規則第７号）

（施行期日）

１　この規則は、平成７年４月１日から施行する。
（経過措置）

２　この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前から引き続き在職する職員の施行日以後の平成７年における年次有給休暇の日数については、第４条第１項の規定にかかわらず、改正前の東十勝消防事務組合消防職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則第４条第１項に規定する年次休暇の日数とする。
附　則（平成14年３月29日規則第３号）
この規則は、平成14年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成19年３月23日規則第９号）

　（施行期日）

１　この規則は、平成19年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則の施行の日前に、改正前の東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則の規定によりなされた処分、手続きその他の行為は、改正後の東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則の相当規定によりなされたものとみなす。

　　　附　則（平成20年３月31日規則第４号）

　この規則は、平成20年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成21年４月１日規則第３号）

　（施行期日）

１　この規則は、平成21年４月１日から施行する。ただし、第６条第１項第２号の改正規定は、平成21年５月21日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則の施行の日前に、改正前の東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則の規定によりなされた処分、手続きその他の行為は、改正後の東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則の相当規定によりなされたものとみなす。
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【関連】

○東十勝消防事務組合の休日を定める条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例
【様式】

別記様式（第８条関係）

休暇処理簿
早退・遅参・勤務免除等処理簿
○昭和天皇の大喪の礼の行われる日を休日とする法律の施行に伴う

関係条例の適用に関する条例

（平成元年２月22日　条例第１号）

昭和天皇の大喪の礼の行われる日を休日とする法律（平成元年法律第４号）に規定する日は、職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（昭和46年条例第11号）その他の条例の規定の適用については、当該条例に定める休日とみなす。
附　則
この条例は、公布の日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合の休日を定める条例（平成６年条例２号）
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（平成７年条例５号）

○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則（昭和46年規則９号）
○東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例

（平成４年12月21日　条例第７号）
改正

	平成７年３月27日　条例第６号

平成11年12月24日　条例第４号

平成14年３月26日　条例第３号

平成14年11月29日　条例第５号

平成17年12月22日　条例第14号

平成18年３月23日　条例第３号
	平成20年３月25日　条例第２号

平成21年12月１日　条例第４号

平成22年６月28日　条例第３号

平成22年12月１日　条例第７号

平成23年３月23日　条例第１号


（趣旨）

第１条　この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条、第10条第１項及び第２項、第14条（これらの規定を同法第17条において準用する場合を含む。）、第17条、第18条第３項並びに第19条第１項及び第２項の規定に基づき、並びに同法を実施するため、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。
（育児休業をすることができない職員）
第２条　育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。
(1)　育児休業法第６条第１項の規定により任期を定めて採用された職員
(2)　職員の定年に関する条例（昭和59年条例第２号。以下「定年条例」という。）第４条第１項又は第２項の規定により引き続いて勤務している職員

(3)　次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員
ア　次のいずれにも該当する非常勤職員

(ｱ)　任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員
(ｲ)　その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）を超えて特定職に引き続き在職することが見込まれる非常勤職員（当該子の１歳到達日から１年を経過する日までの間に、その任期が満了し、かつ、当該任期が更新されないこと及び特定職に引き続き採用されないことが明らかである非常勤職員を除く。）
(ｳ)　勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員
イ　次条第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育する子の１歳到達日（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている非常勤職員に限る。）
ウ　その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日）

第２条の２　育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。

(1)　次号及び第３号に掲げる場合以外の場合　非常勤職員の養育する子の１歳到達日

(2)　非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規定による育児休業（以下この条において「地方等育児休業」という。）をしている場合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除く。）　当該子が１歳２か月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第１項又は第２項の規定により勤務しなかった日数と当該子について育児休業をした日数を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日であるときは、当該経過する日）

(3)　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき　当該子が１歳６か月に達する日

ア　当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている場合
イ　当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合
（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間）

第２条の３　育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間は、57日間とする。

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）
第３条　育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。
(1)　育児休業をしている職員が産前の休業を始め若しくは出産したことにより当該育児休業の承認が効力を失い、又は第５条に規定する事由に該当したことにより当該育児休業の承認が取り消された後、当該産前の休業若しくは出産に係る子若しくは同号に規定する承認に係る子が死亡し、又は養子縁組等により職員と別居することとなったこと。
(2)　育児休業をしている職員が休職又は停職の処分を受けたことにより当該育児休業の承認が効力を失った後、当該休職又は停職の期間が終了したこと。

(3)　育児休業をしている職員が当該職員の負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により当該育児休業に係る子を養育することができない状態が相当期間にわたり継続することが見込まれることにより当該育児休業の承認が取り消された後、当該職員が当該子を養育することができる状態に回復したこと。

(4)　育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休業に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児休業をした職員が、当該育児休業の承認の請求の際育児休業により当該子を養育するための計画について育児休業等計画書により任命権者に申し出た場合に限る。）。
(5)　配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の育児休業の終了時に予測することができなかった事実が生じたことにより当該育児休業に係る子について再度の育児休業をしなければその養育に著しい支障が生じることとなったこと。

(6)　第２条の２第３号に掲げる場合に該当すること。
(7)　その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員が、当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。
（育児休業の期間の再度の延長ができる特別の事情）
第４条　育児休業法第３条第２項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の育児休業の期間の延長の請求時に予測することができなかった事実が生じたことにより当該育児休業に係る子について育児休業の期間の再度の延長をしなければその養育に著しい支障が生じることとなったこととする。
（育児休業の承認の取消事由）

第５条　育児休業法第５条第２項の条例で定める事由は、育児休業をしている職員について当該育児休業に係る子以外の子に係る育児休業を承認しようとするときとする。
（育児休業に伴う任期付採用に係る任期の更新）

第６条　任命権者は、育児休業法第６条第３項の規定により任期を更新する場合には、あらかじめ職員の同意を得なければならない。
（育児休業をしている職員の期末手当等の支給）
第７条　東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例（昭和46年条例第16号。以下「給与条例」という。）第17条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間（規則で定めるこれに相当する期間を含む。）がある職員には、当該基準日に係る期末手当を支給する。
２　給与条例第18条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。
（育児休業をした職員の職務復帰後における給与等の調整）

第８条　育児休業をした職員が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を100分の100以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最初の昇給日（給与条例第５条第４項に規定する職員の昇給日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整することができる。

（育児短時間勤務をすることができない職員）

第９条　育児休業法第10条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。

 (1)　育児休業法第６条第１項の規定により任期を定めて採用された職員

(2)　定年条例第４条第１項又は第２項の規定により引き続いて勤務している職員

　（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第10条　育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。

(1)　育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項に規定する育児短時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前の休業を始め若しくは出産したことにより当該育児短時間勤務の承認が効力を失い、又は第13条第１号に掲げる事由に該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、当該産前の休業若しくは出産に係る子若しくは同号に規定する承認に係る子が死亡し、又は養子縁組等により職員と別居することとなったこと。

(2)　育児短時間勤務をしている職員が休職又は停職の処分を受けたことにより、当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後、当該休職又は停職の期間が終了したこと。

(3)　育児短時間勤務をしている職員が当該職員の負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により当該育児短時間勤務に係る子を養育することができない状態が相当期間にわたり継続することが見込まれることにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、当該職員が当該子を養育することができる状態に回復したこと。

(4)  育児短時間勤務の承認が、第13条第２号に掲げる事由に該当したことにより取り消されたこと。

(5)  育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務により当該子を養育するための計画について育児休業等計画書により任命権者に申し出した場合に限る。）。

(6)  配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の育児短時間勤務の終了時に予測することができなかった事実が生じたことにより当該育児短時間勤務に係る子について育児短時間勤務をしなければその養育に著しい支障が生じることとなったこと。

（育児休業法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態）

第11条　東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（平成７年条例第５号）第４条第１項の規定の適用を受ける職員に係る育児休業法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態は、次に掲げる勤務の形態（同項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を除き、勤務日が引き続き12日を超えず、かつ、１回の勤務が15時間30分を超えないものに限る。）とする

(1)  ４週間ごとの期間につき８日以上を週休日とし、当該期間につき１週間当たりの勤務時間が19時間25分、19時間35分、23時間15分又は24時間35分となるように勤務すること。

(2)  ４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の割合の日を週休日とし、当該期間につき１週間当たりの勤務時間が19時間25分、19時間35分、23時間15分又は24時間35分となるように勤務すること。

（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手続）

第12条　育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求は、規則で定める育児短時間勤務承認請求書により、育児短時間勤務を始めようとする日又はその期間の末日の翌日の１箇月前までに行うものとする。

　（育児短時間勤務の承認の取消事由）

第13条　育児休業法第12条において準用する同法第５条第２項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。

 　 　 (1)　育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務に係る子以外の子に係る育児短時間勤務を承認しようとするとき。

(2)　育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務の内容と異なる内容の育児短時間勤務を承認しようとするとき。

　（育児休業法第17条の条例で定めるやむを得ない事情）

第14条　育児休業法第17条の条例で定めるやむを得ない事情は、次に掲げる事情とする。

(1)　過員を生ずること。

(2)  当該育児短時間勤務に伴い任用されている短時間勤務職員（育児休業法第18条第１項の規定により採用された同項に規定する短時間勤務職員をいう。以下同じ。）を短時間勤務職員として引き続き任用しておくことができないこと。

（育児短時間勤務の例による短時間勤務に係る職員への通知）

第15条　任命権者は、育児休業法第17条の規定による短時間勤務をさせる場合又は当該短時間勤務が終了した場合には、職員に対し、書面によりその旨を通知しなければならない。

　（育児短時間勤務をしている職員についての給与条例の特例）

第16条　育児短時間勤務（育児休業法第17条の規定による短時間勤務を含む。）をしている職員についての給与条例の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

	第５条第２項
	決定する
	決定するものとし、その者の給料月額は、その者の受ける号給に応じた額に、東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（平成７年条例第５号）第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数（以下「算出率」という。）を乗じて得た額とする

	第５条第３項

及び第５項
	決定する
	決定するものとし、その者の給料月額は、その者の受ける号給に応じた額に、算出率を乗じて得た額とする

	第５条第10項
	とする
	に、算出率を乗じて得た額とする

	第10条第２項
	再任用短時間勤務職員
	地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第10条第１項に規定する育児短時間勤務（同法第17条の規定による短時間勤務を含む。）をしている職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）

	第12条第１項
	支給する
	支給する。ただし、育児短時間勤務職員等が、第１号に掲げる勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間45分に達するまでの間の勤務にあっては、同条に規定する勤務１時間当たりの給与額に100分の100（その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、100分の125）を乗じて得た額とする

	第12条第４項
	前項
	東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号。以下「育児休業条例」という。）第16条

	第12条第５項
	要しない
	要しない。ただし、当該時間が育児休業条例第16条の規定により読み替えられた同項ただし書に規定する７時間45分に達するまでの間の勤務に係る時間である場合にあっては、第14条に規定する勤務１時間当たりに給与額に100分の150（その時間が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、100分の175）から100分の100（その時間が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、100分の125）を減じた割合を乗じて得た額とする

	第17条第４項
	給料
	給料の月額を算出率で除して得た額

	第17条第５項及び第18条第３項
	給料の月額
	給料の月額を算出率で除して得た額

	第17条第６項
	規則
	育児短時間勤務職員等の勤務時間を考慮して規則


　（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る任期の更新）

第17条　第６条の規定は、短時間勤務職員の任用の更新について準用する。

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員についての給与条例の特例）

第18条　育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員についての給与条例の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

	第５条第２項
	決定する
	決定するものとし、その者の給料月額は、その者の受ける号給に応じた額に、東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例（平成７年条例第５号）第２条第４項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数（以下「算出率」という。）を乗じて得た額とする

	第５条第３項

及び第５項
	決定する
	決定するものとし、その者の給料月額は、その者の受ける号給に応じた額に、算出率を乗じて得た額とする

	第10条第２項
	再任用短時間勤務職員
	地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第18条第１項に規定する短時間勤務職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）

	第12条第１項
	支給する
	支給する。ただし、任期付短時間勤務職員が、第１号に掲げる勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間45分に達するまでの間の勤務にあっては、同条に規定する勤務１時間当たりの給与額に100分の100（その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、100分の125）を乗じて得た額とする

	第12条第４項
	前項
	東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号。以下「育児休業条例」という。）第18条

	第12条第５項
	要しない
	要しない。ただし、当該時間が育児休業条例第18条の規定により読み替えられた同項ただし書に規定する７時間45分に達するまでの間の勤務に係る時間である場合にあっては、第14条に規定する勤務１時間当たりに給与額に100分の150（その時間が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、100分の175）から100分の100（その時間が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、100分の125）を減じた割合を乗じて得た額とする

	第21条の２
	再任用職員
	任期付短時間勤務職員


（部分休業をすることができない職員）
第19条　育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。
(1)　育児休業法第17条の規定による短時間勤務をしている職員
(2)　次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員等」という。）を除く。）
ア　特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員
イ　勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤職員
（部分休業の承認）
第20条　部分休業（育児休業法第19条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承認は、正規の勤務時間（非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始め又は終わりにおいて、30分を単位として行うものとする。
２　労働基準法第67条の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）を承認されている職員（非常勤職員を除く。）に対する部分休業の承認については、１日につき２時間から当該育児時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。
３　非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が育児時間を承認されている場合にあっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間を承認されている時間を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。
第21条　職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、給与条例第20条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、給与条例第14条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して支給する
第22条　第13条の規定は、部分休業について準用する。
（委任）
第23条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附　則
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
（忠類村の編入に伴う経過措置）

２　忠類村の編入の日前に、南十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年南十勝消防事務組合条例第５号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。

（給与条例附則第45項の規定により給与が減ぜられて支給される育児短時間勤務職員等に関する給与条例の特例）
３　育児短時間勤務職員に対する東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。以下同じ。）附則第45項第１号から第３号までの規定の適用については、同項第１号中「号給の給料月額（」とあるのは「号給の給料月額に東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）第16条の規定により読み替えられた給与条例第５条第２項に規定する算出率（以下この項において「算出率」という。）を乗じて得た額（」と、「同項の」とあるのは「条例第20条の」と、同項第２号及び第３号中「給料月額及び」とあるのは「給料月額を算出率で除して得た額及び」と、「給料月額減額基礎額」とあるのは「給料月額減額基礎額を算出率で除して得た額」とする。
４　第15条の通知を受けて育児休業法第17条の規定による勤務をしている職員が給与条例附則第45項の規定により給与が減ぜられて支給される場合においては、前項の規定を準用する。
５　短時間勤務職員に対する給与条例附則第45項第１号の規定の適用については、同号中「号給の給料月額（」とあるのは「号給の給料月額に東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）第18条の規定により読み替えられた給与条例第５条第２項に規定する算出率（以下この項において「算出率」という。）を乗じて得た額（」と、「同項の」とあるのは「条例第20条の」と、「当該最低の号給の給料月額」とあるのは「当該額」と、「を減じた額（」とあるのは「に算出率を乗じて得た額を減じた額（」とする。
６　第20条の承認を得て育児休業法第19条の規定による勤務をしている職員が給与条例附則第45項の規定により給与が減ぜられて支給される場合においては、給与条例第20条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、給与条例附則第47項に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。
附　則（平成７年３月27日条例第６号）

この条例は、規則で定める日から施行する日（平成７年３月規則第９号で、同７年４月１日から施行）
附　則（平成11年12月24日条例第４号）
この条例は、平成12年１月１日から施行する。
附　則（平成14年３月26日条例第３号）

１　この条例は、平成14年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から施行する。
２　地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（平成13年法律第143号。以下この項において「改正法」という。）の施行の日前に改正法の規定による改正前の育児休業法第２条第１項の規定により育児休業をしたことのある職員（改正法の施行の際現に育児休業をしている職員を除く。）については、改正法の規定による改正後の育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情には、改正法附則第２条第２項に規定する直近の育児休業に係る子が死亡し、又は養子縁組等により職員と別居することとなったことを含むものとする。
３　前項の規定は、既に同項の規定により育児休業をしたことがある職員には適用しない。
附　則（平成14年11月29日条例第５号抄）
（施行期日）
１　この条例は、（中略）平成15年４月１日から施行する。
（東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例の一部改正等）
９　平成15年６月１日に育児休業をしている職員の同日に係る期末手当に関する前項の規定による改正後の職員の育児休業等に関する条例第５条の３第１項の規定の適用については、これらの規定中「６ケ月以内」とあるのは、「３ケ月以内」とする。
附　則（平成17年12月22日条例第14号）
この条例は、平成18年２月６日から施行する。
　　　附　則（平成18年３月23日条例第３号）

　この条例は、平成18年４月１日から施行する。

附　則
　（施行期日）

第１条　この条例は、平成20年４月１日から施行する。

　（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整に関する経過措置）

第２条　この条例による改正後の東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第８条の規定は、育児休業をした職員が地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第44号）の施行の日（平成19年８月１日。以下「改正法の施行日」という。）以後に職務に復帰した場合における号給の調整について適用し、育児休業をした職員が改正法の施行日前に職務に復帰した場合における号給の調整については、なお従前の例による。

２　改正法の施行の際現に育児休業をしている職員が改正法の施行日以後に職務に復帰した場合における改正後の条例第８条の規定の適用については、同条中「100分の100以下」とあるのは、「100分の100以下（当該期間のうち平成19年８月１日前の期間については、２分の１）」とする。

　　　附　則（平成21年12月１日条例第４号）

　この条例は、平成22年４月１日から施行する。

附　則（平成22年６月28日条例第３号）

　（施行期日）
第１条　この条例は、平成22年６月30日から施行する。
　（経過措置）

第２条　この条例の施行の日前に改正前の東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例第３条第４号又は第10条第５号の規定により職員が申し出た計画は、同日以後は、それぞれ改正後の東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例第３条第４号又は第10条第５号の規定により職員が申し出た計画とみなす。
　　　附　則（平成22年12月１日条例第７号）

　この条例は、平成22年12月１日から施行する。

　　　附　則（平成23年３月23日条例第１号）

　この条例は、平成23年４月１日から施行する。
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【関連】

○職員の定年に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則
○東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の給与に関する規則
○東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する規則

　（平成20年３月31日規則第１号）

　（趣旨）

第１条　この規則は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下｢育児休業法｣という。）及び東十勝消防事務組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号。以下「条例」という。）の規定に基づき、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（条例第３条第４号及び第10条第５号の規則で定める方法）

第２条　条例第３条第４号及び第10条第５号の規則で定める方法は、育児休業法その他の法律による育児休業並びに育児短時間勤務及びこれに類する所定労働時間を短縮することにより子の養育を支援する方法とする。

（育児休業等計画書）

第３条　条例第３条第４号及び第10条第５号に規定する子を養育するための計画は、育児休業等計画書（様式第１号）により行なうものとする。

（育児休業の承認の請求手続）

第４条　育児休業の承認の請求は、育児休業承認請求書（様式第２号）により、育児休業を始めようとする日の１月前までに行うものとする。
２　任命権者は、育児休業の承認の請求について、その事由を確認する必要があると認めるときは、当該請求をした職員に対して、証明書類の提出を求めることができる。

（育児休業の期間の延長の請求手続）

第５条　前条の規定は、育児休業の期間の延長の請求について準用する。

（育児休業に係る子が死亡した場合等の届出）

第６条　育児休業をしている職員は、次に掲げる場合には、遅滞なく、その旨を任命権者に届け出なければならない。

(１)　育児休業に係る子が死亡した場合

(２)　育児休業に係る子が職員の子でなくなった場合

(３)　育児休業に係る子を養育しなくなった場合

(４)　条例第５条第１号に規定する事由が生じた場合

２　前項の届出は、養育状況変更届（様式第３号）により行うものとする。

３　第４条第２項の規定は、第１項の届出について準用する。

（育児休業をしている職員の職務復帰）

第７条　育児休業の期間が満了したとき、育児休業の承認が休職又は停職の処分を受けたこと以外の事由により効力を失ったとき又は育児休業の承認が取り消されたとき（条例第５条第２号に掲げる事由に該当したことにより承認が取り消された場合を除く。）は、当該育児休業に係る職員は、職務に復帰するものとする。

（育児休業に係る人事異動通知書の交付）

第８条　任命権者は、次に掲げる場合には、職員に対して、人事異動通知書を交付しなければならない。

(１)　職員の育児休業を承認する場合

(２)　職員の育児休業の期間の延長を承認する場合

(３)　育児休業をした職員が職務に復帰した場合
(４)　育児休業をしている職員について当該育児休業の承認を取り消し、引き続き当該育児休業に係る子以外の子に係る育児休業を承認する場合

(育児休業に伴う任期付採用に係る人事異動通知書の交付）

第９条　任命権者は、次に掲げる場合には、人事異動通知書を交付しなければならない。ただし、第３号に掲げる場合において、人事異動通知書の交付によらないことを適当と認めるときは、人事異動通知書に代わる文書の交付その他適当な方法をもって人事異動通知書の交付に替えることができる。

(１)　育児休業法第6条第1項の規定により任期を定めて職員を採用した場合

(２)　育児休業法第6条第1項の規定により任期を定めて採用された職員（次号において「任期付職員」という。）の任期を更新した場合

(３)　任期の満了により任期付職員が当然に退職した場合

（育児休業をしている職員の期末手当に係る勤務した期間に相当する期間）

第10条　条例第７条第１項の規則で定める期間は、休暇の期間その他勤務しないことにつき特に承認のあった期間のうち、次に掲げる期間以外の期間とする。

(１)　育児休業法第２条の規定により育児休業をしていた期間

(２)　東十勝消防事務組合職員の給与に関する規則（平成20年規則第５号）第31条第３号に掲げる職員として在職した期間

(３)　休職にされていた期間
（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手続）

第11条　条例第12条に規定する育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求は、育児短時間勤務承認請求書（様式第４号）により行なうものとする。

２　第４条第２項の規定は、育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求について準用する。

　（育児短時間勤務に係る子が死亡した場合等の届出）

第12条　第６条の規定は、育児短時間勤務について準用する。この場合において、同条第１項第４号中「第５条第１号」とあるのは、「第13条第１号」と読み替えるものとする。

　（育児短時間勤務等に係る人事異動通知書の交付）

第13条　任命権者は、次に掲げる場合には、職員に対して、人事異動通知書を交付しなければならない。

(１)　職員の育児短時間勤務を承認する場合

(２)　職員の育児短時間勤務の期間の延長を承認する場合

(３)　育児短時間勤務の期間が満了し、育児短時間勤務の承認が効力を失い、又は育児短時間勤務の承認が取り消された場合

(４)　育児休業法第17条の規定による短時間勤務をさせる場合又は当該短時間勤務が終了した場合

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る人事異動通知書の交付）

第14条　任命権者は、次に掲げる場合には、人事異動通知書を交付しなければならない。ただし、第３号に掲げる場合において、人事異動通知書の交付によらないことを適当と認めるときは、人事異動通知書に代わる文書の交付その他適当な方法をもって人事異動通知書の交付に替えることができる。

(１)　育児休業法第18条第１項の規定により任期を定めて職員を採用した場合

(２)　育児休業法第18条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（次号において「短時間勤務職員」という。）の任期を更新した場合

　(３)　任期の満了により短時間勤務職員が当然に退職した場合

（部分休業の承認の請求手続）

第15条　部分休業の承認の請求は、部分休業承認請求書（様式第５号）により行うものとする。

２　第４条第２項の規定は、部分休業の承認の請求について準用する。

（準用規定）

第16条　第６条の規定は、部分休業について準用する。

附　則
この規則は、平成20年４月１日から施行する。

【様式】

○様式第１号（第３条関係）育児休業等計画書
○様式第２号（第４条関係）育児休業承認請求書
○様式第３号（第６条関係）養育状況変更届
○様式第４号（第11条関係）育児短時間勤務承認請求書
○様式第５号（第15条関係）部分休業承認請求書
【関連】

○職員の定年に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則
○東十勝消防事務組合職員の給与に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の給与に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長等の服制の指定について

（昭和62年４月１日　訓令第11号）

（目的）

第１条　この訓令は、東十勝消防事務組合の組合長及び副組合長が制服を着用する場合における制式を定めるものである。
（制服等）
第２条　組合長及び副組合長の制服、制帽その他の被服の型式は、東十勝消防事務組合消防吏員服制の例による。
（き章及び胸章）
第３条　き章及び胸章は、別図１による。
（帽章等）
第４条　帽子周章及び上衣袖章は、別図２による。
（準用）
第５条　副組合長である構成町の町長は、組合長の服制を準用する。
附　則
この訓令は、昭和62年４月１日から施行する。
別図１

き　章
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胸　章

組合長　　　　　　　　　副組合長
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別図２

帽子周章
組合長　　　　　　　　　副組合長
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上衣袖章
組合長　　　　　　　　　副組合長
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防吏員服制規則
（昭和46年９月１日　規則第11号）
改正

	昭和53年６月22日　規則第１号

昭和53年12月７日　規則第７号

昭和58年４月１日　規則第５号
	昭和63年３月31日　規則第２号

平成18年３月８日　規則第５号

平成19年１月12日　規則第５号


（目的）

第１条　消防組織法第16条第２項に基づく消防吏員の服制については、この規則の定めるところによる。
（服制）

第２条　消防吏員の服制は、別表のとおり定める。
（委任規定）

第３条　この規則施行について必要な事項は、消防長が別に定める。
附　則

１　この規則は、公布の日から施行する。
２　この規則適用前の冬（合）服、防火帽、防火衣及び作業服は当分の間これを用いることができる。
附　則（昭和53年６月22日規則第１号）
この規則は、公布の日から施行し、昭和53年６月１日から適用する。
附　則（昭和53年12月７日規則第７号）

この規則は、昭和53年12月１日から施行する。
附　則（昭和58年４月１日規則第５号）

この規則は、昭和58年４月１日から施行する。
附　則（昭和63年３月31日規則第２号）
この規則は、昭和63年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成18年３月８日規則第５号）

　この附則は、平成18年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成19年１月12日規則第５号）

　この附則は、公布の日から施行する。

別表

	冬　帽
	色
	濃紺

	
	製式
	男性
	円形とし、前ひさし及びあごひもは、黒色とする。

あごひもの両端は帽の両側において金色金属製消防章各１個でとめる。

形状は、図のとおりとする。

	
	
	女性
	円形つば型とし、帽のまわりに濃紺又はその類似色のリボンを巻くものとする。

形状は、図のとおりとする。

	
	き　章
	銀色金属製消防章をモ－ル製金色桜で抱擁する。

台地は濃紺とする。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	周　章
	男性については、帽の腰まわりには、黒色のなな子織を巻き、消防司令以上の場合には、じゃ腹組金線及びじゃ腹組金色線を、消防司令補の場合には、じゃ腹黒色線を巻くものとする。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	夏　帽
	色
	紺

	
	製式
	男性
	円形とし、前ひさし及びあごひもは、紺又はその類似色とする。

あごひもの両端は、帽の両側において金色金属製消防章各１個でとめる。

天井の両側にはと目をつけ、通風口とする。

腰は藤づるあみとし、すべり革には、所要の通風口をつける。

天井の内側には、汚損よけをつける。

形状は、冬帽と同様とする。

	
	
	女性
	冬帽と同様とする。

	
	き　章
	冬帽と同様とする。

ただし、台地は紺とする。

	
	周　章
	男性については、帽のまわりに、紺又はその類似色のなな子織を巻くものとする。

	略　帽
	色
	濃紺

	
	製　式
	前ひさし及びあごひもは、濃紺とする。

あごひもの両端は、帽の両側において金色金属製消防

章各１個でとめる。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	き　章
	銀色金属製消防章とする。

台地は濃紺とする。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	防　　火　　帽
	保　安　帽
	色又は地質
	黒又は銀の強化合成樹脂又は堅ろうな材質

	
	
	製　式
	かぶと型とし、内部に頭部の震動を防ぐ装置をつける。

前頭部にひさしをつけ、あごひもは、合成繊維とする。

形状は、図のとおりとする。

	
	
	き　章
	銀色金属製消防章とする。台地は地質と同じものとする。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	
	周　章
	帽のまわりに１条ないし３条の白又は赤の反射線をつける。

寸法は、図のとおりとする。

	
	しころ
	色又は地質
	銀又は濃紺の耐熱性防水布又は石綿混紡の織物

	
	
	製　式
	取付金具により保安帽に付着させるものとし、前面は、両眼で視認できる部分を除き閉じることができるものとする。

形状は、図のとおりとする。

	
	
	周　章
	しころのまわりに１条ないし３条の白又は黒の反射線をつける。

寸法は、図のとおりとする。

	冬　　　　　服
	上　　　　　衣
	色
	冬帽と同様とする。

	
	
	製　　　　　式
	前面
	男性
	折りえり

胸部は二重とし、消防章をつけた金色金属製ボタンを２行につける。

形状は、図のとおりとする。

	
	
	
	
	女性
	打合せを右上前とするほかは、男性と同様とする。

	
	
	
	階級章
	黒の台地とし、上下両縁に金色ししゅう状を施し、中央に平織金線及び銀色消防章をつける。

階級章は、右胸部につける。ただし、消防長の職にある者は、これをつけないことができる。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	
	
	消防長章
	銀色の台地とし、金色線３条及び黒色線２条を配し中央に、いぶし銀色の桜葉及び銀みがきの桜花で囲んだはめ込みの金色消防章を配する。

消防長は、階級章の上部につける。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	
	
	そで章
	黒色しま織線1条に消防司令補以上はじゃ腹組金線1条を消防士長はじゃ腹組銀線1条を表半面にまとい、その下部に消防司令以上の場合には、金色金属製消防章をつける。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	
	
	えり章
	左えりに、市町村を表徴するバッジ１個をつける。

	
	下　衣
	色
	上衣と同様とする。

	
	
	製　式
	男性
	長ズボンとする。

形状は､図のとおりとする。

	
	
	
	女性
	長ズボン、スカ－ト又はキュロットスカ－トとする。

形状は､図のとおりとする。

	夏　　　服
	上　　衣
	色
	淡青

	
	
	製　式
	前面
	男性
	シャツカラ－の長そで又は半そでとする。

淡青又はその類似色のボタンを1行につける。

形状は､図のとおりとする。

	
	
	
	
	女性
	打合わせを右上前とするほかは、男性と同様とする。

	
	
	
	肩　章
	外側の端を肩の縫目に縫いこみ、えり側を淡青又はその類似色のボタン1個でとめる。

	
	下衣
	色
	夏帽と同様とする。

	
	
	製　式
	冬服下衣と同様とする。

	活　動　服
	上　衣
	色
	略帽と同様とし、えり、肩及び背面上部（図中網掛け

部分）にオレンジ色を配する。

	
	
	製　式
	長そでとし、背面上部に消防本部名を表示する。

用途に応じ、通気性、難燃性、強度、帯電・静電防止等の機能性に配慮する。

形状は､図のとおりとする。

	
	ズボン
	色
	略帽と同様とする。

	
	
	製　式
	長ズボンとする。

用途に応じ、通気性、難燃性、強度、帯電・静電防止等の機能性に配慮する。

形状は､図のとおりとする。

	防　火　衣
	色又は地質
	帽火帽しころと同様とする。

	
	製　式
	折りえりラグランそで式バンドつきとする。

肩及びその前後に耐衝撃材を入れ、上前は、５個のフックとし、ポケットは左右側腹部に各１個をつけふたをつける。

形状は、図のとおりとする。

	救急安全帽
	色又は地質
	白色の強化合成樹脂又は、堅ろうで軽量な材質とする。

	
	製　式
	円形とし、内部に頭部の震動を防ぐ装置をつける。
あごひもは、合成繊維とする。
あごひも金具、調節金具、あごあて付きとする。
形状は、図のとおりとする。

	
	き　章
	銀色金属製又は、銀色のシールテープ製の消防章とする。
台地は銀色とする。
形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	周　章
	帽の腰まわりに１条の赤の反射線を入れる。
左右に所属署名を入れる。

	
	隊長章
	き章の上部に１条の赤の反射線を入れる。

	盛 夏 救 急 帽
	色又は地質
	暗い灰色で、ポリエステルと羊毛との混紡糸を使用した霜降りトロピカル

	
	製　式
	前ひさしは地質と同じものとし、その表を白の反射テ－プで覆う。

あごひもは、灰色のビニ－ル製とし、その両端は、帽の両側において銀色金属製消防章各1個でとめる。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	き　章
	略帽と同様とする。

	
	周　章
	帽のまわりに1条ないし3条の白のレーヨン製あや竹リボンを巻くものとする。

形状は、図のとおりとする

	救助帽
	色又は地質
	オレンジ色で難燃性のものとする。

	
	製　　　式
	前ひさし及びあごひもは、地質と同じものとする。

形状及び寸法は、図のとおりとする。

	
	き　　　章
	略帽と同様とする。

	救　急　衣
	色又は地質
	白色の合成繊維とする。

	
	製　式
	折えりとし、前面に白色かくしボタンを１行につけ胴内側にひもを通して両側を絞り、反射テープを胴背部に取りはずし可能な状態で取り付ける。
前面の左右に１個のポケットをつけ、左胸部にポケットを１個つける。
センターベンツ型とする。
形状は、図のとおりとする。

	
	署名及び氏名の明示
	右胸部に所属署名、左ポケット上部に氏名を明示する。
形状は、図のとおりとする

	ワイシャツ
	白

	手　袋
	白

	救助服
	上衣
	色又は地質
	救助帽と同様とする。

	
	
	製　　　式
	開きんの長そでとし、胸部左右に各1個のポケットをつける。

形状は、図のとおりとし、図中二重斜線の部分は当て地とする。

	
	ズボン
	色又は地質
	上衣と同様とする。

	
	
	製　　　式
	長ズボンとし、両ももの側面に各1個のポケットをつける。

形状は、図のとおりとし、図中二重斜線の部分は当て地とする。

	バンド
	前金具の中央には消防章をつける。

形状は図のとおりとする。

	靴
	黒の短靴又は半長靴とする。ただし、防火用は銀色又は黒のゴム製長靴（踏抜き防止板を挿入する。）、救急用は黒革の短靴又は必要に応じ、黒のゴム製長靴､救助用は黒の編上式半長靴とする。

	消防手帳
	表紙は、黒色の革製又はこれに類似するものとする。

中央上部に消防章を、その下に消防本部名を、それぞれ金色で表示し、背部に鉛筆差しを設け、その下端に長さ45センチメートルの黒色ひもをつけ表紙内側には、名刺入れをつける。
用紙は、身分証明、恒久用紙及び記載用紙に分け、いずれも差し換え式とし、その枚数は、身分証明１枚、恒久用紙10枚、記載用紙80枚とする。
身分証明は、３年ごとに更新するものとする。
ただし部署及び階級に変更を生じた時は、その都度更新し、その日から３年ごととする。


備考

１　略帽については、アポロキャップをもって、これに代えることができる。

２　冬帽若しくは冬服又は夏帽若しくは夏服についてその一部にオレンジ色を配し、又は冬服若しくは夏服と併せて用いるエンブレム、ネクタイ等についてオレンジ色基調としたものとすること等により、冬服、夏服等の一部にオレンジ色を配するものとする。

３　冬服及び夏服に併せて、必要に応じ、ベストを着用することができる。

４　夏服のえりについては、開きん（小開き式）をもって、シャツカラ－に代えることができる。

５　活動服については、ファスナ－をもって、ボタンに代えることができる。

６　消防手帳については、消防章、消防本部名及び図消防手帳の部中恒久用紙に表示された事項を表示したカ－ドをもって、これに代えることができる。

７　形状に関する図で示しているポケット、ボタンの数及び位置については、図と異なるものとすることができる。

冬　　帽
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防吏員被服等貸与規則
○東十勝消防事務組合消防吏員被服等貸与規則
（昭和46年９月１日　規則第12号）

改正

	昭和56年12月17日　規則第６号
昭和58年４月１日　規則第４号
昭和63年３月31日　規則第３号
	平成７年３月28日　規則第４号
昭和９年12月26日　規則第５号


第１条　東十勝消防事務組合消防吏員（以下「消防吏員」という。）に対する被服及び附属品の貸与については、この規制の定めるところによる。
第２条　消防吏員には、えり章及び別表に定める被服等を貸与する。
２　前項の外、勤務の性質により、防火被服を貸与する。
第３条　消防吏員は、退職、休職又は死亡の際は、貸与品を返納しなければならない。
２　別表に定める使用期限の終った貸与品は返納を要しない。
第４条　貸与品を、き損又は紛失したときは、代品を再貸与する。ただし、そのき損又は紛失が自己の責任によるときは、この限りでない。
２　前項ただし書の場合においては、当該消防吏員は、その弁償の責を負わなければならない。
第５条　この規則の施行について必要な事項は、消防長がこれを定める。
附　則
１　この規則は、公布の日から施行する。
２　この規則の施行の日以前に貸与をした貸与品の使用期限については、それを支給したときからこれを起算する。
附　則（昭和56年12月17日規則第６号）
この規則は、昭和57年４月１日から施行する。
附　則（昭和58年４月１日規則第４号）

この規則は、昭和58年４月１日から施行する。
附　則（昭和63年３月31日規則第３号）
この規則は、昭和63年４月１日から施行する。
附　則（平成７年３月28日規則第４号）

この規則は、平成７年４月１日から施行する。
附　則（平成９年12月26日規則第５号）
この規則は、平成10年１月１日から施行する。
別表
	貸与品目
	員数
	使用期限
	貸与品目
	員数
	使用期限

	制　帽
	１個
	５年
	救急略帽
	１個
	３年

	盛夏帽
	１個
	２年
	安全帽
	１個
	５年

	略帽又はアポロキャップ
	１個
	１年
	救助帽
	１個
	５年

	制　服
	１着
	５年
	救急衣
	１着
	３年

	盛夏服
	１着
	２年
	救助服
	１着
	５年

	作業服
	１着
	１年
	短　靴
	１足
	２年

	防火衣
	１着
	５年
	運動靴
	１足
	１年

	防寒衣
	１着
	２年
	防火長靴
	１足
	２年

	作業用雨衣
	１着
	５年
	編上靴
	１足
	５年

	消防手帳
	１冊
	
	えり章
	１個
	


備考　１　制服とは上衣、ズボン、ネクタイ、バンド各１をいう。
２　盛夏服、作業服とは上衣、ズボン、バンド各１をいう。
３　盛夏服、作業服は採用時に２着貸与する。
４　防火衣とは防火衣及び防火帽を含む。
５　救助服とは上衣、ズボン、バンド各１をいう。
６　損耗の状況により更新することが出来る。
[image: image50.png]



【関連】

○東十勝消防事務組合消防吏員服制規則
○東十勝消防事務組合職員服務規程
（昭和62年４月１日　訓令第５号）
第１章　総則
（目的）

第１条　東十勝消防事務組合職員（以下「職員」という。）の服務は、別に定めがあるものを除くほか、この規程の定めるところによる。
（職責の自覚）
第２条　職員は、その職務が火災を予防、鎮圧し、住民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減し、もって安寧秩序の保持及び社会公共の福祉の増進にあたるものであることを自覚し、それぞれの職務を通じて職責の完遂に努めなければならない。
（規律及び団結）

第３条　職員は、平常より規律を厳正に保つよう努めると共に、消防長及び消防署長（以下「署長」という。）を中心に、強固な団結を維持するよう心がけなければならない。
第２章　規律
（職務執行の態度等）

第４条　職員は、次の事項を厳格に守らなければならない。
(1)　常に礼儀正しく、職場の秩序を乱すような行為をしてはならない。
(2)　職務の信用を傷つけ、又は不名誉となるような行為をしてはならない。
(3)　常に規律を厳守し粗暴的な言語及び態度を慎み、互いに尊敬し合い、常に和衷協力して職務に当らなければならない。
(4)　誠実に職務に専念し、上司の職務上の命令に従がわなければならない。
(5)　常に、研修訓練に努め、その義務、責任及び権限の範囲内にある法規に精通しなければならない。
(6)　職務を執行するに際しては、親切を旨とし、冷静で正しい判断をし、かつ、周到な注意を払い忍耐強く、公正迅速にしなければならない。
(7)　職務に必要以外の言動を慎しまなければならない。
(8)　勤務中に許可なくして酒類を用いてはならない。
(9)　過失があったときは、上司に対しその事実を隠蔽したり、虚偽の陳述をしてはならない。
(10) 次にかかげる場合には、喫煙してはならない。
①　火災現場において消火作業中及び出場並びに帰路の途上
②　消防自動車（以下「消防車」という。）上及び作業中
③　ガソリンその他危険物の附近及びこれらの作業中
(11) 身体を清潔にし、頭髪は常に整髪し、服装は端正でなければならない。
(12) 私用のため管轄外に旅行しようとするときは、事前に上司に届出なければならない。
(13) 非番、又は週休日において災害の発生を知り、若しくは火災警報が発令された場合は直ちに出動、服務又は待機しなければならない。
(14) 法令、条例、規則、命令及び指示に従い、主管する職務の執行に当っては消防長に対して責任を負う。
(15) 消防長の許可を得ないで、施設、又は資産の維持のために寄附金、贈物等を受けてはならない。
第３章　勤務
（勤務体制）

第５条　日勤者（変則勤務による日勤者を含む。）及び隔日勤務者の勤務体制及び勤務内容は、別に署長が定める。
２　職員が勤務に服する時は、服装を正しく着用し、みだりに、ラジオ、テレビを聴取する等、任務遂行に支障となる様な行為をしてはならない。
３　職員が、止むを得ない用務のため、消防署及び支署（以下「署所」という。）を離れようとする者は、その所在を明らかにしておかなければならない。
４　職員は、業務の繁閑により、その分掌にかかわらず、相互に援助し合い早期適確に処理しなければならない。
５　当務隊員は、毎朝交代時限前に一斉に庁舎内外の整理整頓をなし、機械器具の手入、点検をして引継の準備をするものとする。
６　当務隊員は、緊急事件のない場合は、午後10時から翌朝６時まで、当番勤務者以外の者は、仮眠することができる。
７　当務隊長は、勤務中取扱った事項を勤務日誌に記載し、捺印の上、署長に提出しなければならない。
（勤務時の注意）
第６条　署員が勤務する時は、次のことを守らなければならない。
(1)　通信の迅速的確は、火災又は救急出動の成否に重大な影響をもたらすことを銘記し、常に精神の緊張と聴力の敏活を期し勤務しなければならない。
(2)　火災専用電話を受信するときは、当方より出火場所、町名、目標、状況等を聴取して出動に支障がないようにしなければならない。
(3)　火災又は、救急出動があった場合は、直ちに関係方面に通報するとともに、無線電話によって出動中の消防隊と出火場所の確認とその他必要な事項を相互に連絡を密にすること。
(4)　車庫内外において、消防車の出動に支障を来たすことのないように注意すること。
(5)　消防車、救急車の異常の有無を調べること。 
火気及び盗難に注意すること。
(6)　次の交代者に、10分前に時間を告知すること
(7)　貯水槽の貯水の状況を調べ、減水している時は、導水するように処置すること。
ただし、処置し難い時は、関係機関に連絡すること。
(8)　町内道路の状況橋梁の状況等を調査し、有事に支障のないようにすること。
(9)　その他の水利等についても調査の上、有事に備えること。
(10) 以上の処置については、事後上司に報告すること。
第４章　機械器具
（管理）

第７条　機械器具は、水利とともに消防活動の根元であり、その機能は、使用方法及び整備の適否にかかわるところが大であることを自覚し、この取扱いについては常に周密な注意を払わなければならない。
（点検整備）
第８条　消防車の点検整備は、次の４種とする。
(1)　日常整備
(2)　使用後の整備
(3)　週末整備
(4)　特別整備
２　日常整備は、毎朝交代前及び交代後並びに天候、風塵を考慮し、１日数回、次の事項について実施するものとする。
(1)　各部の検査、調節
(2)　器具、用具の整頓
(3)　各部清掃
３　使用後の整備は、使用の都度、直ちに次の各号について実施し、次の出動に支障のないようにしなければならない。
(1)　各部の検査、調節及び清掃
(2)　冷却水の点検
(3)　滑油類の検査補給及び取替
(4)　ガソリンの検査補給
(5)　ポンプドレーン排除
(6)　汚水使用の場合は、清水をポンプに循環
(7)　ホースその他器具の整備
(8)　ポンプの真空試験
(9)　吸水管の異状の有無
４　週末整備は、各車共、次の各号について行なうものとする。
(1)　各部の検査、調節及び清掃
(2)　器具、用具の点検整備
(3)　ガソリン及び滑油類の検査補給
(4)　点火栓の清掃
(5)　冷却水の取替
(6)　蓄電池の点検及び清掃
(7)　照明装置の点検
(8)　制動機及び操向装置の点検調節
５　消防車は、その美観を損しないよう塗装の保護と整備点検を完全に実施しなければならない。
６　消防自動車及び附属器具、工具は使用後必ず点検し、異状の有無を確め、上司に報告すると共に、破損した箇所は直ちに修理の方法を講じなければならない。
第５章　地利水利
（管理）

第９条　地利、水利は、機械器具とともに消火活動の根元であり、その調査点検の適否が直接消火活動の成否にかかわることを自覚し、常に最良の状態で維持しなければならない。
（調査点検）
第10条　地利、水利の調査点検は、定期及び必要に応じて行うものとする。
２　地利の調査は、次の事項について行うものとする。
(1)　冬期間における除雪路線及び除雪の状況を常時把握しておくこと。
(2)　除雪路線以外で、特に消防上必要とする道路の除雪については、町担当課と協議して、その確保を図ること。

３　水利の点検は、次の事項について行うものとする。
(1)　貯水槽の貯水が腐敗又は泥水となっている時は、水替えを行うこと。
(2)　冬期間凍結の恐れのあるものは氷割等を行い支障のないようにすること。
(3)　消火栓の放水テストを行うこと。
(4)　消火栓凍結防止のための措置を講ずること。
第６章　機関員
（機関員）
第11条　緊急自動車を運転する機関員は、次の事項に留意しなければならない。
(1)　出火出動の際、署所を出発するときは、完全に道路に出るまでは、低速力で運転すること。
(2)　消防車と消火栓その他給水源とは、迅速確実に接続すること。
(3)　毎日、消防車の状態を検査すること。
(4)　消防車の使用後は、完全に手入をすること。
(5)　消防ポンプは、適切な圧力で操作すること。
（ホースの管理）
第12条　署所のホースは、適正に格納し、毎年２回以上検査を行わなければならない。
２　ホースの使用、手入れ格納については、次の各号によらなければならない。
(1)　ホースを延長する時及び送水中は、止むを得ない場合のほか、地上を引きずらないこと。
(2)　出来得る限り屈曲せしめないこと及び硝子破片、酸類、ソーダ等のある場所を避けること。
(3)　ポンプ附近においては、耐圧力の強いものを使用するよう積載しておくこと。
(4)　道路を横断して延長した場合、車両等に轢せないよう注意すること。
(5)　冬季間ホースの凍結する恐れのあるときは、一時に送水を停止せずに低圧で送水し、先方から順次結合を解き、手早く収納すること。
(6)　使用後は、泥土、汚物等を清水をもって、よく洗滌し懸吊して乾燥すること。
(7)　塩水、汚水等、水質不良のものを用いた時は、清水を通じた後洗滌すること。
(8)　乾燥したホースを格納するときは、パッキンの脱落及び結合金具を点検し折目がえを行い、小田巻或いは二重巻とすること。
(9)　天候等の都合により末乾のものを一時格納するときは、折たたみ式とすること。
(10) 格納する場所は、乾燥した通風の良好な所とし時々保存状態を点検すること。
(11) 使用後乾燥し格納する時は、破損箇所を、その都度修理しなければならない。
第７章　火災出動
（通報の処理及び出動）

第13条　通信勤務員が火災の通報を受けたときは、指揮者に対し火災（非常災害の場合を含む。）現場の町名、番地又は目標等を明りょうに報告しなければならない。
２　火災専用電話又は、その他の通報により出火を覚知した時は、特別の事由のある場合を除き、直ちに火災信号のサイレンを吹鳴し、職員及び消防団員を出動させるものとする。
（火災出動等の注意）
第14条　指揮者及び機関員は、火災出動又は帰署所するときは、次の事項を守らなければならない。
(1)　消防職団員以外は、消防車に乗車させないこと。
(2)　消防車は、止むを得ない場合のほか、１列縦隊で安全な距離を保って走行すること。
(3)　先行消防車の追越信号のあった場合のほかは、追越さないこと。
(4)　帰署所する場合は、法定速度に従い、警戒信号は鐘又は警笛に限ること。
２　火災その他災害現場より引揚げを命ぜられた時は、隊員の異常の有無及び機械の故障の有無を確認し、署長に報告しなければならない。
３　前項により引揚げたときは、直ちに機械等の保守管理に必要な手入をして、次の出動に備えると共に、指揮者は、別に定める火災行動報告書を、署の警防係長は、災害出動報告書を作成し、署長に提出しなければならない。
（管轄区域外の火災）

第15条　署長の許可を得ないで、管轄区域外の火災に出動してはならない。
２　管轄区域内と認められる火災が近接するにつれて、管轄区域外の火災と判明したときは、上司の命を受けないでも、消防作業に従事することができる。ただし、この場合帰署所後指揮者は、署長に隊員の異常の有無及び消防作業の状況を報告しなければならない。
第８章　消火活動
（消火活動）

第16条　火災現場に到着した隊員は、施設及び機械を最高限度に活用して住民の生命身体及び財産の保護にあたり、損害を最小限度に止めて火災を鎮圧するよう必要な措置をとらなければならない。
（現場指揮）

第17条　火災現場に到着した指揮者は、上級指揮者が到着するまで、全指揮をとり、責任を負わなければならない。
２　指揮者は上級指揮者が到着したときは、速やかに火勢の状況、火災鎮圧のためにとった手段及び消火活動上必要と認める事項を報告しなければならない。
（指揮者の遵守事項）

第18条　指揮者は、火災現場に出動した場合は、次の事項を遵守しなければならない。
(1)　消防作業中は、適切な判断と確固たる決意をもって隊員の活動を指揮監督すること。

(2)　常に自己の指揮下にある隊員を掌握して、情況の変化に即応した態勢がとれるよう努めること。
(3)　所属隊員の保護に充分な措置をとること。
(4)　人命救助の必要の有無を最先に偵察し、その必要があるときは、消火作業に先んじてこれを行うこと。
(5)　必要以上の財産の毀損、破壊並びに注水過多による損害を生じしめないよう充分注意を払うこと。
(6)　残火鎮滅に当っては、よくその残火を調査して、再燃によって危険を及ぼすことのないようにすること。
（部署）
第19条　隊員は、職務にある間は、如何なることがあっても、その部署を守るよう努めなければならない。
（現場保存）
第20条　火災又は非常災害の現場において死体を発見したときは、指揮者は直ちに署長に報告するとともに、警察官が到着するまでは、その現場を保存しなければならない。
（放火に対する処置）

第21条　放火の疑いのある場合は、指揮者は、次の処置を講じなければならない。
(1)　直ちに署長に報告するとともに警察に通報すること。
(2)　現場保存に努めること。
(3)　放火犯人の逮捕について警察に協力すること。

(4)　事件は慎重に取り扱うとともに公表を避けること。
（帰署）

第22条　火災現場において指揮者は、その火災が消防隊を必要としない状況になったときは、消防隊を速やかに帰署所させなければならない。
第９章　救急出動
（救急業務）
第23条　救急業務について必要な事項は、別に定めるところによる。
第10章　指導監督
（監督者）

第24条　監督者とは、署長及び管理職員をいう。
（監督者の責務）

第25条　監督者は、所属職員の指導教養を旨とし、各自の職能を発揮するよう必要な指導監督を行わなければならない。
２　指導監督は、概ね次に掲げる事項について行うものとする。
(1)　勤務及び執行の状況
(2)　令達事項等の遵守並びにその実行状況
(3)　出勤態勢及び災害現場における行動の状況
(4)　健康及び素行の良否並びに交友の状況
(5)　事務の計画又は改善に関する事項
(6)　消防機械器具及び通信施設の取扱いの適否
(7)　庁舎等施設の管理の適否
(8)　給貸与品の保存及び備品等の取扱いの適否
(9)　文書及び簿冊の整理並びに取扱いの適否
(10) 規律及び服装、態度、品惟の良否
(11) 修養の状況
(12) 部下指導の適否
(13) その他指導上必要な事項
３　指導監督は、次の標準によって行わなければならない。

署長は、署所、分遣所を月１回以上巡視し、特異事項があるときは、消防長に報告しなければならない。
第11章　点検
（点検）
第26条　消防長又は署長は、職員が職務の遂行上必要な次の点検を実施し、その不備な点を反復訓練し整備の上、消防力の充実を図るものとする。
点検は概ね、人員、姿勢、服装、訓練、礼式、消防操法、消防用機械器具、物品及び備品等の検査とする。
２　点検の種類は、通常点検、特別点検及び現場点検とする。
(1)　通常点検は常時必要な事項について検査を行い緊急出動に遺憾のないようにし、消防業務の完遂を期すものとする。
通常点検は、毎月１回以上実施するものとし、その実施方法は消防訓練礼式の基準によるものとする。
(2)　特別点検は、通常点検以外に必要とする事項について通常点検よりも更に綿密周到な検査を年１回以上行い消防業務の万全を図るものとする。
特別点検は、概ね次の項目の全部又は一部を検査する。
(ｱ)　訓練及び礼式
(ｲ)　消防操法
(ｳ)　消防演習
(ｴ)　機械器具
(ｵ)　物品及び備品等
３　現場点検は、消防活動又は消防作業等の終了後、人員、機械器具等について検査を行い、常に警防態勢を完全に整えるものとする。
現場点検は、概ね消防活動又は、消防作業等現場より引揚げ帰署後行うものとする。
第12章　雑則
（教養）

第27条　消防長又は署長は、年間（又は月間）教養計画を立て、この計画に基づいて職員を教養しなければならない。
（召集）
第28条　職員の召集は、災害、警戒、訓練、その他必要のときにこれを行う。
２　召集は、一般召集と非常召集とし、概ね次の区分によって行うものとする。
(1)　一般召集は、演習訓練又は、その他必要があるとき。
(2)　非常召集は、火災及びその他災害発生のとき、又は火災警報発令のとき。
３　召集伝達の命を受けたものは、迅速確実に受命事項を本人、若しくは家人に伝達しなければならない。
示達を終了したときは、速やかに命令者にその結果を復命しなければならない。
４　職員は、火災その他の災害で、非常召集の命を受けたときは、消防活動服装で、その他の召集は、特命のある時は、制服を着用しなければならない。
５　職員は、非番、又は休日の外出等に際しては、家人に、その行先並びに帰宅時刻の予定を明らかにしておかなければならない。
６　召集の方法は、サイレン、無線、電話等をもって行うものとする。
（警戒広報活動）
第29条　当務隊長は、関係機関より、風、雨、雪警戒等又は、火災発生の危険がある旨の気象連絡を受けたとき、及び地震が発生した場合は、署長に報告し、住民に対して災害予防に対する注意力の喚起のため広報活動をしなければならない。
２　署員は、火災警報発令を知ったときは、召集命令を待たず、直ちに参署所しなければならない。
消防長又は署長は、直ちに非常勤務の配置態勢を整えなければならない。
（火災予防活動）

第30条　予防係は、その主管する業務につき住民の指導啓発宣伝に創意工夫をこらし、火災の未然防止に務めなければならない。
２　職員が、査察を行う場合は、次の事項を守らなければならない。
(1)　態度を厳正にし、言動を慎しみ、懇切ていねいを旨とし相手に不快の念を与えないこと。
(2)　関係者、防火管理者及び危険物取扱者、その他責任のある者の立会いを求めて行うこと。
(3)　火災予防上の不備事項に対しては、その理由を説明し、改善するよう指導すること。
(4)　消防関係以外の民事的な事項に関与してはならない。
（服装）
第31条　職員は、勤務に服するときは、正規の服装を着用して容姿を端正にしなければならない。
２　被服を着用する場合は、次の各号による。
(1)　貸与された被服は、常に清潔にし、汚染又は破綻したときは速やかに洗滌修理をすること。
(2)　帽子は変形させないで、端正に冠らなければならない。
(3)　肌着を着用すること。
(4)　貸与を受けた被服を異式に改造し、或いは、みだりに正規外の標章をつけてはならない。
（日誌）
第32条　本部及び署所に日誌を備え、次の事項を記入するものとする。
(1)　公用来訪者の職氏名及び目的。
(2)　主要な行事。
(3)　その他職務執行上必要な事項。
附　則
この規程は、昭和62年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合公平委員会設置条例
○公平委員会議事規則
○職員の懲戒の手続及び効果に関する規則
○勤務条件に関する措置の要求に関する規則
○職員の不利益処分についての不服申立てに関する規則
○東十勝消防事務組合職員の分限に関する手続及び効果に関する条例
○職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の服務の宣誓に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
○東十勝消防事務組合再燃火災防止要綱
○東十勝消防事務組合消防団員の服務等に関する規則

（昭和50年４月１日　規則第４号）

改正

	平成６年３月18日　規則第２号
	


（目的）
第１条　この規則は、別に定めるもののほか、消防団員の服務等について必要な事項を定めることを目的とする。
（災害出場）

第２条　消防車が水火災現場に出場するときは、道路交通法（昭和35年法律第105号）その他の法令の定める交通規則に従うとともに、正当な交通を維持するためにサイレンを用いるものとする。ただし、引揚げの際の警戒信号は、鐘又は警笛に限るものとする。
（消防車の責任者の遵守事項）

第３条　出火（水）出場又は引揚げの場合に消防車に乗車する責任者は、次の各号に定める事項を遵守しなければならない。
(1)　機関担当員の隣席に乗車すること。
(2)　病院、学校、遊ぎ場等の前を通過するときは、事故防止する警戒信号を用いること。
(3)　団員及び消防職員以外の者を、消防車に乗車させないこと。
(4)　消防車は、一列縦隊で安全を保って走行すること。
(5)　前行消防車の追越信号のある場合を除くほか、走行中の追越はしないこと。
（管轄区域）

第４条　消防団員は団長の許可を受けないで管轄区域外の水火災その他の災害現場に出場してはならない。ただし、管轄区域が確認しがたい場合の出場については、この限りでない。
（消火及び水防等の活動）

第５条　水火災、その他の災害現場に到着した消防団員は、設備、機械器具及び資材を最高度に活用して生命、身体及び財産の救護に当たり、損害を最少限度にとどめて水火災の防ぎょ及び鎮圧に努めなければならない。
（現場指揮）

第６条　火災現場に最先到着した指揮者は、上級指揮者が到着するまで全指揮を執り責任を負わなければならない。
（指揮者の報告義務）
第７条　火災現場に到着した各車（隊）の指揮者は、上級指揮者の到着を待ってすみやかに火勢の情況、防ぎょ措置及び消火活動上必要と認めた事項を報告しなければならない。
（指揮者の遵守事項）
第８条　災害現場に出場した指揮者は、次の事項を守らなければならない。
(1)　消防作業中は、適切な判断と敢然とした決意をもって団員の活動を指揮監督すること。
(2)　常に自己の指揮下にある団員を掌握し、情況の変化に即応した体制がとれるように努めること。
(3)　所属団員の危害防止と保護に十分な措置をとること。
(4)　残火鎮滅に当たっては、よく調査して再燃によって危険を及ぼすことのないように努めること。
（死体発見の場合の措置）

第９条　水、火災その他の災害現場において死体を発見したときは、指揮者は消防長又は消防署長に報告するとともに、警察官又は検視員が到着するまでその現場を保存しなければならない。
（放火の疑いのある場合の措置）
第10条　放火の疑いのある場合は、指揮者は次の措置を講じなければならない,

(1)　直ちに消防長又は消防署長及び警察官に通報すること。
(2)　現場保存に努めること。
(3)　事件を慎重に取り扱うとともに、公表は差し控えること。
（教養及び訓練）
第11条　消防団員は、品位の向上及び消防技能の練成に努め、定期的にこれらの訓練を行わなければならない。
（文書簿冊）

第12条　消防団には、次の文書簿冊を備え、常にこれを整理して置かなければならない。

(1)　団員名簿
(2)　消防沿革誌
(3)　日誌
(4)　出動名簿
(5)　教養訓練実施簿
(6)　設備資材台帳
(7)　給貸与品台帳
(8)　火災予防査察つづり
(9)　その他必要書類
（入団願）
第13条　新たに消防団に入団しようとするものは、別記第１号様式の入団願を提出しなければならない。
（退団願）
第14条　団員が退団しようとするときは、任命権者に別記第２号様式の退団願を提出しその承認をうけなければならない。
（訓練礼式及び服制）

第15条　消防団員の訓練礼式は、消防庁の定めた消防訓練礼式の基準（昭和40年消防庁告示第１号）によるものとする。
第16条　消防団員が行う消防操法については、消防庁において定めた消防操法の基準（昭和47年消防庁告示第２号）によるものとする。
第17条　消防団員の服制については、消防庁において定めた消防団員の服制準則（昭和25年国家公安委員会告示第１号）によるものとする。ただし、婦人消防団員については、組合長が定めたものとする。
（その他）

第18条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は組合長が別に定める。
附　則
この規則は、昭和50年４月１日から施行する。
附　則（平成６年３月18日規則第２号）
この規則は、平成６年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防団員被服貸与規則
【様式】

別記第１号様式（第13条関係）　入団願
別記第２号様式（第14条関係）　退団願
○東十勝消防事務組合消防団員被服貸与規則
（昭和50年４月１日　規則第６号）

改正

	平成７年３月28日　規則第５号
	


（目的）
第１条　この規則は、消防団員の被服等の貸与に関し必要な事項を定めることを目的とする。
（貸与品の種別、員数、使用年数）

第２条　貸与品は、現品をもって貸与するものとし、その種別、員数及び使用年限は、別表１のとおりとする。ただし、業務の性質上、団長が必要と認めた場合は、別表１に定める品目のほか特殊の被服又は装備品を貸与することができる。
２　貸与品の使用年限の計算は、貸与した日の翌日から起算する。
（使用年限の特例）
第３条　返納品を貸与したときは、前条第１項の規定にかかわらず使用年限を次のとおりとする。
(1)　返納品を貸与したときは、別表１の使用年限から以前に使用した期間を控除した残期間を使用年限とする。
（使用年限の延長と控除）

第４条　貸与品の使用年限が経過しても代替品の支給されるまでは使用年限が延長されたものとみなす。
２　貸与品が使用年限中で使用に耐えないと認めたときは、そのものの使用年限を短縮するものとする。
（貸与品の返納）
第５条　貸与品で使用年限内にあるもので、使用者が退職又は死亡したときは、返納しなければならない。ただし前条第１項の規定により、延長された使用年限にかかるものは返納することを要しない。
（貸与品の紛失）

第６条　貸与品を紛失又は使用できない状態にき損したときは、代替品を支給する。ただし、それが自己の責任によるときはこの限りでない。
２　前項ただし書の場合において、消防団員は相当代価を弁償しなければならない。
（貸与品の維持補修）
第７条　貸与品の維持、補修に要する費用は、貸与を受けた者の負担とする。
（委任）
第８条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、組合長が別に定める、
附　則
１　この規則は、昭和50年４月１日から施行する。
２　この規則施行の前日までに貸与をした貸与品の使用年限については、それを支給したときからこれを起算する。
附　則（平成７年３月28日規則第５号）
この規則は、平成７年４月１日から施行する。
別表１　消防団員の貸与品
	貸与品目
	員　数
	使用年限
	摘要

	制　帽
	１個
	10年
	

	盛夏帽
	１個
	10年
	

	略　帽
	１個
	５年
	

	制服（上下）
	１着
	10年
	バンド、ネクタイ、階級章付

	盛夏衣（上下）
	１着
	10年
	バンド、階級章付

	作業服
	１着
	５年
	バンド、階級章付

	防寒衣
	１着
	10年
	

	短　靴
	１足
	10年
	

	防火長靴
	１足
	５年
	

	防火帽
	１個
	10年
	

	防火衣
	１着
	10年
	

	ブラウス
	１着
	１年
	女性団員のみ

	携帯用カバン
	１個
	10年
	女性団員のみ

	消防手帳
	１個
	
	


備考
１　防火衣については、刺子をもって代えることができる。
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防団員の服務等に関する規則
○東十勝消防事務組合職員私有車の公務使用に関する取扱規程

（昭和56年４月１日　訓令第12号）

改正

	昭和59年８月10日　規程第１号
	


（目的）
第１条　この規程は、職員が私有車を公務の遂行のために使用することについて必要なことを定めることにより、公務能率の向上及び交通事故の防止を図ることを目的とする。
（定義）

第２条　この規程において「私有車」とは、職員が所有し、使用している道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第２条第２項に規定する自動車をいう。
２　この規程において「公有車」とは、東十勝消防事務組合が所有する道路運送車両法第２条第２項に規定する自動車をいう。
３　この規程において「旅行命令」とは、東十勝消防事務組合職員の旅費に関する条例（昭和46年条例第19号）に規定する旅行命令をいう。
（私有車の登録、許可及び許可の基準）

第３条　職員が公務のため私有車を使用する場合は、第１号様式に定める要領により登録し、許可を受けなければならない。また、内容等変更の場合は、再登録をするものとする。
２　前項の規定による許可を受けた場合を除くほか、職員は私有車を公務遂行のために使用してはならない。
３　私有車を公務に使用する場合の私有車及び運転者の登録許可基準は、次のとおりとする。
(1)　私有車の場合
対物賠償200万円以上、対人賠償5,OOO万円以上の給付を内容とする損害保険契約又は共済契約を締結していること。
(2)　運転者の場合
自動車運転免許取得後１年以上の運転経験を有し、過去１か年以内において交通事故等による行政処分を受けたことがないこと。登録許可ののち行政処分を受けた者は、登録許可を抹消するものとする。
（私有車使用の原則）

第４条　私有車は、次の各号に定める場合のほか公務に使用してはならない。
(1)　業務上緊急を要し、公有車使用が不可能な場合
(2)　業務の効率上次に該当するもので、公有車使用不可能な場合
ア　調査、視察旅行
イ　東十勝消防事務組合管内の旅行
ウ　その他必要に応じ任命権者が認めたもの
（シートベルトの着用）
第５条　職員は自動車を運転するときは常に法令を遵守し、安全運転を旨とするとともに、乗車したときは当該自動車に備えられているシートベルトを着用しなければならない。
（報告）

第６条　職員は、私有車を使用して公務従事中、交通事故を犯したときは速やかに上司を経て、任命権者に報告しなければならない。
２　前項の報告を受けたときは、任命権者は直ちに事故処理について当該職員に対し必要な指示を与え、あるいは他の職員に必要な調査を命じ、事故の実態を確認しなければならない。
（損害の補償）
第７条　職員が第３条第１項の規定による許可を受けて私有車を使用した場合において、自己の故意又は過失なくして当該私有車に関し損害を受け、その損害の原因について責に任ずべき者からその損害の賠償を受けることができず、又はその損害の原因について責に任ずべき者が存在しないときは、組合はその損害を補償するものとする。
（損害賠償の求償）

第８条　職員が第３条第１項の規定による許可を受けて、私有車を使用してなした不法行為について、組合が民法（明治29年法律第89号）第715条の規定によって賠償した場合において当該私有車使用につき、職員の故意又は重大な過失があったときは、組合は当該職員に対し求償するものとする。
附　則
この規程は、昭和50年４月1日から施行する。
附　則（昭和59年８月10日規程第１号）

この規程は、昭和59年８月10日から施行する。
【様式】
第１号様式（第３条関係）　私有車公務使用登録申請書
私有車公務使用許可書
○東十勝消防事務組合職員の交通事故防止に関する要綱

（昭和59年９月13日　訓令第１号）

改正

	昭和63年３月31日　要綱第１号
	


（目的）

第１条　この訓令は、交通事故の防止を図るため、職員が遵守すべき事項を定めることを目的とする。
（定義）
第２条　この訓令において「自動車」どは、道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第２条第２項に規定する自動車をいう。
２　この訓令において「緊急自動車」とは、東十勝消防事務組合が所有する道路交通法施行令（昭和35年政令第270号）第13条第１項第１号に規定する自動車をいう。
（安全運転）

第３条　職員は、自動車を運転するときは常に法令を遵守し、人命尊重と互譲の精神に徹し、安全運転を旨としなければならない。
第４条　職員は、自動車を運転するときは、次に掲げる道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）の義務に違反することがないよう、特に留意しなければならない。
(1)　法第22条第１項に規定する最高速度の遵守義務
(2)　法第64条に規定する無免許運転の禁止
(3)　法第65条第１項に規定する酒気帯び運転の禁止
（シートベルトの着用）
第５条　職員は、職務の遂行に際し自動車又は緊急自動車に乗車したときは、当該自動車に備えられているシートベルトを着用しなければならない。ただし、緊急上、やむを得ないと隊長が判断した場合は、この限りでない。
２　職員は、前項のほか自動車に乗車したときは、当該自動車に備えられているシートベルトを着用しなければならない。
（報告）

第６条　職員は、自動車の運転中に交通事故を犯したときは、死傷者の救護に万全を尽すとともに、速やかに署長を経て任命権者に報告しなければならない。
附　則
この訓令は、昭和59年９月13日から施行する。
附　則（昭和63年３月31日要綱第１号）

この訓令は、昭和63年４月１日から施行する。
第５章　福利厚生
○東十勝消防事務組合衛生管理規程
（平成３年３月22日　訓令第１号）
東十勝消防事務組合消防衛生管理規程（昭和61年４月15日規程第２号）の全部を改正する。
目次
第１章　総則（第１条～第４条）

第２章　衛生管理体制
第１節　衛生管理者等（第５条～第９条）
第２節　衛生委員会（第10条～第15条）
第３章　衛生管理業務
第１節　衛生教育（第16条、第17条）
第２節　健康診断（第18条～第22条）
第３節　健康異常者の管理等（第23条～第25条）
第４節　福利厚生等（第26条・第27条）
第５節　環境衛生（第28条～第30条）
第６節　防疫等の措置（第31条～第33条）

第４章　記録及び報告（第34条）
第５章　雑則（第35条・第36条）
附則
第１章　総則
（目的）
第１条　この訓令は、東十勝消防事務組合における消防の職場及び職員の衛生管理に必要な事項を定め、快適な職場環境の形成を促進するとともに、職員の健康の保持増進に資することを目的とする。
（法令等との関係）

第２条　東十勝消防事務組合における消防の職場及び職員の衛生管理については、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）並びにこれらに基づく命令（以下「衛生管理に関する法令」という。）に定めるもののほか、この訓令の定めるところによる。
（所属長の責務）
第３条　所属長（消防本部にあっては消防次長、消防署にあっては署長をいう。以下同じ。）は、衛生管理についての責任者として、快適な職場環境の形成の促進及び職員の健康の保持増進に努めなければならない。
（職員の責務）

第４条　職員は、常に自己管理を図り、最良の健康状態を保持するとともに、快適な職場環境の形成に努めなければならない。
２　職員は、所属長その他衛生管理にたづさわる者の行う衛生管理上の措置に従い、又は協力しなければならない。
第２章　衛生管理体制
第１節　衛生管理者等
（衛生管理者）

第５条　組合に衛生管理者を置くことができる。
２　衛生管理者は、労働安全衛生法に定める資格を有する者から消防長が選任する。
３　衛生管理者は、次の各号に掲げる事務を管理する。
(1)　職場環境の衛生上の調査及び改善に関すること。

(2)　救急用具等の点検及び整備に関すること。
(3)　衛生教育に関すること。
(4)　健康診断、健康相談その他職員の健康の保持増進に必要な事項に関すること。
(5)　休職者、長期欠勤者その他健康に異常のある者に関すること。
(6)　健康障害の防止に関すること。
(7)　その他衛生管理に関すること。
４　衛生管理者は、前項各号に掲げる事務に関し、必要に応じ所属長に対し改善措置等について意見を具申することができる。
（衛生推進者）

第６条　各消防署及び出張所に衛生推進者を置き、必要に応じ消防本部に衛生推進者を置くことができる。

２　衛生推進者は、労働安全衛生法に定める資格を有する者から消防長が選任する。
３　衛生推進者は、次の各号に掲げる事務を担当する。
(1)　職場環境の衛生上の調査及び改善に関すること。
(2)　救急用具等の点検及び整備に関すること。
(3)　衛生教育に関すること。
(4)　健康診断、健康相談その他職員の健康の保持増進に必要な事項に関すること。
(5)　休職者、長期欠勤者その他健康に異常のある者に関すること。
(6)　健康障害の防止に関すること。
(7)　その他衛生管理に関すること。
４　衛生推進者は、前項各号に掲げる事務に関し、必要に応じ所属長に対し改善措置等について意見を具申することができる。
（衛生担当者）
第７条　所属長は、衛生管理者又は衛生推進者の事務を補助させるため、必要に応じ衛生担当者を選任することができる。
２　衛生担当者は、衛生管理者又は衛生推進者の指示を受け衛生管理に関する事務を誠実に行わなければならない。
（衛生管理者等に対する教育等）

第８条　所属長は、衛生の水準の向上を図るため、衛生管理者、衛生推進者及び衛生担当者（以下「衛生管理者等」という。）に対し、これらの者が従事する業務に関する能力の向上を図るための教育、講習等を行い、又はこれらを受ける機会を与えるように努めなければならない。
（衛生管理者等の氏名の周知）
第９条　所属長は、衛生管理者等を選任したときは、その氏名を職場の見やすい箇所に掲示する等により関係職員に周知させなければならない。
第２節　衛生委員会
（衛生委員会）

第10条　組合に衛生委員会を置く。
２　衛生委員会は、次の各号に掲げる衛生管理に関する事項を調査審議する。
(1)　職場環境の整備及び改善に関すること。
(2)　衛生に関する規程の作成に関すること。
(3)　衛生教育の実施計画の作成に関すること。
(4)　健康障害の原因及び再発防止対策に関すること。
(5)　休職者、長期欠勤者その他健康に異常のある者に関すること。
(6)　健康の保持増進を図るための実施計画の作成に関すること。
(7)　その他衛生に関する必要な事項
３　衛生委員会は、調査審議の結果に基づき、必要に応じ所属長に対して意見を述べることができる。
（衛生委員会の構成）

第11条　衛生委員会は、次の各号に定める者をもって構成する。
(1)　消防本部総務課長
(2)　衛生管理者
(3)　衛生推進者
(4)　衛生に関し経験を有する職員で、消防長が指名した者
２　衛生委員会の議長は、前項第１号に定める者をもって充てる。
３　衛生委員会は、議長が必要と認める場合には、識事に関係ある職員等を出席させ意見を述べさせることができる。
（衛生委員会の開催）

第12条　衛生委員会は、議長が招集する。
２　衛生委員会は、毎年１回以上開催するようにしなければならない。
（衛生委員会委員の任期）

第13条　第11条第１項第４号に定める委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任することを妨げない。
（衛生委員会の事務局）

第14条　衛生委員会の事務局は、消防本部総務課内に置く。
（補則）

第15条　衛生委員会の運営について必要な事項は、この訓令定めるほか、衛生委員会が別に定める。
第３章　衛生管理業務
第１節　衛生教育
（一般教育）
第16条　所属長は、職員に対し職員の衛生及び健康保持に関する知識の向上を図るため、あらかじめ定める、衛生に関する教育計画に基づき衛生教育を実施しなければならない。
（特別教育）
第17条　所属長は、前条に定める教育を実施するほか、次の各号に掲げる職員に対し衛生教育を実施しなければならない。
(1)　新たに採用された者
(2)　著しく業務の異なる部署に配置された者
(3)　その他消防長が特に必要と認めた者
第２節　健康診断
（採用時健康診断）

第18条　消防長は、職員を採用するときは、消防職員として必要な健康状態に配慮した既往歴の調査等について、医師による健康診断を行わなければならない。
（定期健康診断）

第19条　所属長は、職員に対し毎年１回以上、年齢又は職務に応じた項目について医師による健康診断を行わなければならない。
（特別健康診断）
第20条　所属長は、前２条に定める健康診断のほか、必要があると認められる場合においては、関係職員に対して特別な健康診断を行わなければならない。
（精密検査）

第21条　所属長は、前２条に定める健康診断の結果、異常の認められた職員に対し精密検査を受けさせなければならない。
（健康診断結果の通知）

第22条　所属長は、前３条に定める健康診断及び精密検査の結果を、速やかに消防長に報告するとともに、本人に通知しなければならない。
第３節　健康異常者の管理等
（精密検査結果の判定）

第23条　消防長は、第21条に定める精密検査により健康に異常が認められた職員（以下「健康異常者」という。）について、医師等と協議のうえ次に定める区分により判定し、所属長及び本人に通知しなければならない。
Ａ　要療養者　　勤務を休む必要がある程度の病状である者
Ｂ　要観察者　　勤務に制限を加える必要がある程度の病状である者
Ｃ　要注意者　　勤務をほぼ平常通りに行ってよい程度の病状である者
Ｄ　健康扱い者　勤務を平常通りに行ってよい者
（所属長の措置）
第24条　所属長は、前条に定める区分により判定された健康異常者のうち、次の各号に掲げる職員については、当該各号に定める措置を講ずるものとする。
(1)　要療養者　　就業の禁止及びその病状に応じた入院治療等の適当な療養
(2)　要観察者　　勤務時間の短縮、配置換えその他適当な措置
(3)　要注意者　　過重な勤務及び時間外勤務の抑制、その他適当な措置
（療養等の義務）
第25条　健康異常者は、医師、衛生管理者等及び所属長の指導、指示に従い療養等に専念し、自己の健康回復等に努めなければならない。
第４節　福利厚生等
（便宜の供与等）
第26条　所属長は、職員の健康の保持増進を図るため、体育活動、レクリエーション、その他の活動についての便宜を供与する等必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
（職員に対する配慮）
第27条　所属長、その他の管理監督者は、職員の健康に留意して、職員の従事する業務を適切に管理するよう努めるとともに、職場環境及び職員の健康に係わる職員の苦情相談に応じる等、職員に対し適切な配慮をするように努めなければならない。
第５節　環境衛生
（衛生管理者等の巡視）
第28条　衛生管理者等は、少なくとも毎週１回庁舎等を巡視し、職員の衛生管理上改善すべき事項があるときは、直ちに必要な措置を講じなければならない。
（環境整備）

第29条　所属長は、常に環境整備に配慮し、執務場所、食堂、浴場、便所、仮眠室その他の場所の清潔を保ち、照明、採光、換気等を良好な状態に維持するとともに、これらの改善に努めなければならない。
（救急用具等）
第30条　所属長は、職員の応急手当に必要な救急用具及び材料等を備え、その設置場所及び使用方法を職員に周知させなくてはならない。
２　所属長は、前項に定める救急用具及び材料等を常に清潔に保たなければならない。
第６節　防疫等の措置
（防疫）

第31条　所属長は、その管理する庁舎において伝染病（伝染病予防法（明治30年法律第36号）第１条及び第３条の２に定める病をいう。以下同じ。）又は食中毒が発生し若しくは発生するおそれがあるときは、直ちに消毒等必要な措置を講じなければならない。
（伝染病等発生時の届出）

第32条　職員は、自己又は同居中の者が伝染病又は食中毒にり患したときは、速やかに所属長に届け出なければならない。
（消防業務従事後の健康管理）
第33条　所属長は、職員が消防活動に従事したときは、必要に応じ、次の各号に掲げる措置をとり、健康管理に万全を期さなければならない。
(1)　帰署後速やかに、職員に身体異常の有無を確認させること。
(2)　洗身、洗眼、うがい、保温等を励行させること。
２　所属長は、職員が救急業務等に従事し、伝染病疾病にり患のおそれがあると認められる場合には、消毒の実施、医師の診察等必要な措置を講じなければならない。
第４章　記録及び報告
（各種記録及び報告）

第34条　衛生管理者等は、次の各号（衛生担当者にあっては第１号を除く。）に掲げる衛生管理に関する記録を整備し、所属長に報告するとともに、必要に応じて消防長に報告しなければならない。
(1)　衛生委員会記録
(2)　衛生教育実施記録
(3)　職員の健康管理（健康管理表）の記録
(4)　健康異常者の状況の記録
(5)　衛生巡視結果の記録
(6)　救急用具等記録
(7)　消毒実施結果の記録
(8)　その他衛生管理上必要な記録
２　各種記録及び報告等の文喜の保存期間は、３年間（健康管理表は５年間）とする。
第５章　雑則
（秘密の保持）

第35条　職員の健康管理業務に従事する職員は、職務上知り得た秘密を他にもらしてはならない。
（補則）
第36条　この訓令を実施するにあたり、必要な事項は別に定める。
附　則
（施行期日）

この訓令は、平成３年４月１日から施行する。
○東十勝消防事務組合有住宅使用管理規則
（昭和51年４月１日　規則第２号）

（この規則の趣旨）
第１条　本組合が建設又は取得した組合有住宅の運営及び住宅の使用料並びに管理に関する事項はこの規則に定めるところによる。
（入居者の資格）

第２条　この規則に定める組合有住宅の入居資格は、本組合の消防職員とする。
（入居の申請）

第３条　組合有住宅を使用しようとする者は、別記第１号様式の入居申請書を組合長に提出しなければならない。
（入居の許可）
第４条　組合長は組合有住宅の入居を許可したときは、別記第２号様式の入居許可書を入居希望申請者に交付しなければならない。
（入居期日）

第５条　組合有住宅の入居許可書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から７日以内に入居しなければならない。
２　入居する場合は、別記第３号様式の組合有住宅借受証を保証人２人と連帯の上組合長に提出しなければならない。
（使用料）

第６条　組合有住宅の入居者は、その月分の使用料を毎月末日までに納入しなければならない。
第７条　組合有住宅に入居、又は退居のため、その入居日数が１月に満たない場合は、日割計算により使用料を徴収する。
（修繕）

第８条　組合有住宅の家屋の壁、柱、床、はり、屋根及び階段以外の修繕に要する費用は入居者の負担とする。但し天災、不可抗力による損壊の修繕についてはこの限りでない。

２　入居者の責に帰すべき事由により生じた損壊の修繕についてはすべて入居者の負担とする。
第９条　この規則の施行について必要な事項は組合長が定める。

附　則
この規則は、昭和51年４月１日から施行する。

【様式】
別記第１号様式（第３条関係）　組合有住宅入居申請書
別記第２号様式（第４条関係）　組合有住宅入居許可書
別記第３号様式（第５条関係）　組合有住宅借受証
第６章　安全管理
○東十勝消防事務組合消防安全管理規程
（昭和60年４月１日　訓令第２号）

改正
	昭和62年４月１日　訓令第12号
	


第１章　総則
（目的）

第１条　この規程は、東十勝消防事務組合における消防の職場及び職員の安全管理に必要な事項を定め、公務災害の防止及び軽減を図り、もって安全な消防業務の推進に寄与することを目的とする。
（総括安全責任者の責務）

第２条　総括安全責任者は、職場及び職員の安全管理について総括し、職場及び職員の安全の維持向上に努めなければならない。
（所属長の責務）
第３条　所属長（消防本部にあっては消防次長、消防署にあっては消防署長をいう。以下同じ。）は、職場及び職員の安全管理の責任者として、職員の公務災害防止及び軽減を図り、職場及び職員の安全維持向上に努めなければならない。
（安全責任者の責務）
第４条　安全責任者は、職場及び職員の安全管理の推進者として、この規程に定めるところに従い、誠実に職務を遂行しなければならない。
（指揮者の責務）
第５条　訓練時及び警防活動時等の指揮者は、常に職員の活動状況等を的確に把握し、安全管理に努めなければならない。
（職員の責務）
第６条　職員は、常に安全に関し自己管理に努めるとともに、総括安全責任者、所属長及び安全責任者が、この規程に基づいて実施する安全管理上の措置に従わなければならない。
２　職員は、訓練時及び警防活動時等においては、指揮者が行う訓練及び警防活動等に必要な指示に従うほか、安全管理上の指示に従わなければならない。
３　職員は、訓練施設を利用する訓練を行ら場合は、当該施設の訓練隊長の指示に従わなければならない。
第２章　安全管理体制
第１節　総括安全責任者等
（総括安全責任者）
第７条　消防本部に総括安全責任者を置く。
２　総括安全責任者は、消防次長をもって充てる。
３　総括安全責任者は、職場及び職員の安全管理に関する事務を総括するとともに、安全責任者その他安全管理に関係ある者を監督指導する。
（安全責任者）
第８条　消防本部及び消防署に安全責任者を置く。
２　安全責任者は、消防本部にあっては警防課長、消防署にあっては副署長又は警防課長、支署にあっては支署長をもって充てる。
３　安全責任者は、次の各号に掲げる事務を掌理する。
(1)　危険防止に関すること。
(2)　安全教育に関すること。
(3)　公務災害の原因調査及び再発防止対策に関すること。
(4)　庁舎、訓練施設等の安全巡視に関すること。
(5)　安全管理に関する記録等の整備に関すること。
(6)　その他安全管理に関すること。
４　安全責任者は、前項各号に定める事務に関し、必要に応じ所属長に対し、改善措置等について意見を具申しなければならない。
（安全担当者）
第９条　所属長は、安全責任者の事務を補助させるため、必要に応じ安全担当者を選任することができる。
２　安全担当者は、安全責任者の指示を受け安全に関する事務を誠実に行わなければならない。
（訓練時の安全管理体制）

第10条　訓練時の安全管理に関する事項については、別に定める「東十勝消防事務組合消防における訓練時安全管理要綱」によるものとする。
第２節　総括安全関係者会議等
（総括安全関係者会議）

第11条　消防本部に総括安全関係者会議を置く。
２　総括安全関係者会議は、次の各号に掲げる安全管理に関する基本的な事項及び重要な事項を調査審議する。
(1)　危険防止に関すること。
(2)　安全管理の指導及び教育に関すること。
(3)　訓練施設、消防資器材等の整備に関すること。
(4)　公務災害の原因、調査及び再発防止に関すること。
(5)　その他安全管理上重要な事項に関すること。
（総括安全関係者会議の構成等）

第12条　総括安全関係者会議は、次の各号に定める委員をもって構成する。
(1)　総括安全責任者
(2)　安全責任者
(3)　安全担当者のうち消防長が指名する者
(4)　その他職員のうちから消防長が指名する者
２　総括安全関係者会議の議長は、総括安全責任者をもって充てる。
３　議長は議事に関し特に必要と認める場合は、学識経験を有する者又は議事に関係ある職員を出席させ、意見を述べさせることができる。
（総括安全関係者会議の開催）

第13条　総括安全関係者会議は、必要に応じ議長が招集する。
（総括安全関係者会議の事務局）

第14条　総括安全関係者会議の事務局は、消防本部に置く。
（安全関係者会議）
第15条　各消防署に安全関係者会議を置く。
２　安全関係者会議は、次の各号に掲げる安全管理に関する事項を調査審議する。
(1)　危険防止に関すること。
(2)　安全管理の指導及び教育に関すること。
(3)　訓練施設、消防資器材の整備に関すること。
(4)　公務災害の原因調査及び再発防止対策に関すること。
(5)　その他職員の安全確保に関すること。
（安全関係者会議の構成等）
第16条　安全関係者会議は、次の各号に定める委員をもって機成する。
(1)　安全責任者
(2)　安全担当者のうち所属長が指名した者
(3)　その他職員のうちから所属長が指名した者
２　安全関係者会議の議長は、前項第１号に定める者をもって充てる。

３　議長が必要と認める場合は、学識経験を有する者又は議事に関係ある職員を出席させ意見を述べさせることができる。
（安全開係者会議の開催）
第17条　安全関係者会議は、必要に応じ議長が招集する。
（安全会議の事務局）

第18条　安全会議の事務局は、各消防署の警防課又は警防係に置く。
（補則）
第19条　総括安全関係者会議及び安全関係者会議の運営について必要な事項は、この規程に定めるほか、それぞれ総括安全関係者会議及び安全関係者会議が別に定める。
第３章　安全管理業務
第１節　安全教育
（一般教育）
第20条　所属長は、職員の安全管理に関する意識の高揚を図るため、あらかじめ定める教育計画に基づき安全管理に関する教育を実施しなければならない。
（特別教育）
第21条　所属長は、前条に定める教育を実施するほか、次の各号に掲げる職員に対し安全管理に関する教育を実施しなければならない。
(1)　新たに採用された者
(2)　その他所属長が特に必要と認めた者
第２節　安全巡視等
（安全責任者巡視）
第22条　安全責任者は、少なくとも１カ月に１回庁舎、訓練施設等を巡視し、職員の安全管理上改善すべき事項があるときは、直ちに必要な措置を講じなければならない。
（安全担当者巡視）

第23条　安全担当者は、必要に応じ庁舎、訓練施設等を巡観し、安全管理上改善すべき事項があるときは、安全責任者に報告しなければならない。
２　安全責任者は、前項の報告を受けた場合は、直ちに必要な措置を講じなければならない。
（庁舎、訓練施設等の整備等）

第24条　所属長は、常に安全管理に配慮し、庁舎、訓練施設等の整備に努めるとともに必要に応じ安全管理措置を講じなければならない。
第４章　記録及び報告等
（各種記録及び報告）

第25条　安全責任者は、次の各号に掲げる安全管理に関する記録を整備し、所属長に報告するとともに、必要に応じて消防長に報告しなければならない。
(1)　安全関係者会議記録
(2)　安全教育実施記録
(3)　安全巡視等の結果記録
(4)　その他安全管理上必要な記録
２　各種記録及び報告等の文書の保存期間は、３年とする。
（補則）

第26条　この規程を実施するにあたり、必要な事項は別に定める,

附　則
この規程は、昭和60年４月１日から施行する。
附　則（昭和62年４月１日訓令第12号）
この規程は、昭和62年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合における訓練時安全管理要綱
○東十勝消防事務組合における訓練時安全管理要綱

（昭和60年４月１日　要綱第２号）
第１章　総則
（目的）
第１条　この要綱は、東十勝消防事務組合安全管理規程（昭和60年４月１日訓令第２号）第10条に基づき、訓練時の安全管理に関する必要な事項を定め、事故防止に資することを目的とする。
（訓練の計画的実施）

第２条　所属長は、訓練を安全、確実に実施できるよう年間計画及び月間計画をたて、計画的に実施するよう努めなければならない。
（所属長の責務）

第３条　所属長（消防本部にあっては次長、消防署にあっては署長をいう。以下同じ。）は、消防における訓練の重要性を十分認識するとともに、安全管理の責任者として訓練時の事故防止に努めなければならない。
第２章　安全管理体制
第１節　大規模訓練時における安全管理体制
（統括安全主任者等）

第４条　２以上の消防署にまたがり実施する訓練等消防長が別に定める訓練（以下「大規模訓練」という。）を実施する場合は、当該訓練の安全を確保するため、統括安全主任者、安全主任者及び必要に応じ安全副主任を置かなければならない。
２　前項の統括安全主任者、安全主任者及び安全副主任の配置に関する基準は、別に定めるところによる。
（統括安全主任者の職務）

第５条　統括安全主任者は、大規模訓練時において、安全主任者及び安全副主任を指導監督するとともに、当該訓練の安全管理について統括し、統括訓練指揮者を補佐する。
（安全主任者の職務）

第６条　安全主任者は、大規模訓練時における安全管理の推進者として、統括安全主任者を補助するとともに、次に掲げる事務を掌理する。
(1)　訓練計画における安全管理に関すること。
(2)　訓練場所（施設）及び使用資器材の点検に関すること。
(3)　訓練時の監視及び事故防止に関すること。
(4)　その他訓練時の安全管理に関すること。
（安全副主任）
第７条　安全副主任は、統括安全主任者及び安全主任者の指示を受け、訓練時の安全管理に関する事務を補助する。
第２節　通常訓練時における安全管理体制
（安全主任者等）
第８条　大規模訓練以外の訓練（消防長が別に定める軽易な訓練を除く。以下「通常訓練」という。）を実施する場合は、安全主任者及び必要に応じ安全副主任を置かなければならない。
２　前項の安全主任者及び安全副主任の配置に関する基準は、所属長が別に定めるものとする。
（安全主任者の職務）

第９条　安全主任者は、通常訓練時において安全副主任を指導監督し、当該訓練の安全管理について統括するとともに、第６条各号に掲げる事項を掌理する。
（安全副主任の職務）

第10条　安全副主任は、安全主任者の指示を受け訓練時の安全管理に関する事務を補助する。
第３章　安全管理業務
（訓練計画）
第11条　消防長又は所属長は、別に定める訓練を実施する場合には、統括訓練指揮者又は訓練指揮者にあらかじめ訓練計画を作成させなければならない。
２　訓練計画には、次の各号に定める事項を定めなければならない。
(1)　訓練の日時
(2)　訓練の種目
(3)　訓練計画作成者職（階級）氏名
(4)　訓練の目標及び内容
(5)　訓練指揮者名（大規模訓練にあっては統括指揮者名）、安全主任者名（大規模訓練にあっては統括安全主任者名及び安全主任者名）及び当該訓練におけるそれぞれの任務分担
(6)　訓練場所及び使用資器材
(7)　訓練参加職員数
(8)　訓練における安全管理に関する事項
(9)　その他必要な事項
３　統括訓練指揮者又は訓練指揮者は、前項に定める訓練計画の内容のうち安全管理に関する事項（以下「安全管理計画」という。）については、統括安全主任者又は安全主任者と協議し作成しなければならない。
（安全管理計画）

第12条　統括安全主任者又は安全主任者は、前条に定める安全管理計画に従い安全管理業務を円滑に実施するため、訓練の実施前、実施中、実施後の３段階に区分した安全管理事項を定めるとともに、必要に応じ安全点検表を作成しなければならない。
（訓練前教育）

第13条　統括訓練指揮者又は訓練指揮者は、訓練を実施する場合には、訓練の内容及び方法等の説明を十分行うとともに、展示、個人指導等必要な教育を行わなければならない。
（統括訓練指揮者及び訓練指揮者の措置）
第14条　統括訓練指揮者及び訓練指揮者は、訓練時において職員を直接指揮監督する者として安全管理に十分留意し、訓練計画に沿った訓練を実施するとともに、常に訓練の実施状況を的確には握し、職員の事故防止に努めなければならない。
（統括安全主任者、安全主任者の措置）

第15条　統括安全主任者又は安全主任者は、第11条、第12条に基づき、当該訓練が安全確実に実施されるよう監視するとともに、改善すべき事項を認めた場合は、統括訓練指揮者又は訓練指揮者に改善措置を具申しなければならない。
２　前項において、公務災害発生の急迫した危険があるときは、職員に対し直接訓練の中止等必要な措置を講ずることができる。
（職員の職務等）
第16条　職員は、訓練を通じ厳正な規律の確保及び適切な部隊行動並びに必要な消防技術の習得に励むとともに、自己管理を基本とした責任感と相互信頼を堅持し、訓練時の事故防止に努めなければならない。
２　職員は、統括訓練指揮者及び訓練指揮者の安全管理上の指示に従わなければならない。

（訓練終了後の検討）
第17条　統括訓練指揮者又は訓練指揮者及び統括安全主任者又は安全主任者は、訓練終了後、訓練参加職員の一部又は全部の参加を求め、事後検討を行わなければならない。
第４章　記録等
（記録等）

第18条　統括訓練指揮者又は訓練指揮者は、次に掲げる訓練に関する記録を整備し、必要に応じ消防長又は所属長に報告しなければならない。
(1)　訓練計画に関する記録
(2)　訓練の実施に関する記録
(3)　訓練中の事故に関する記録
(4)　その他訓練に関する記録
２　統括安全主任者又は安全主任者は、次に掲げる訓練の安全管理に関する記録を整備し、必要に応じ消防長又は所属長に報告しなければならない。
(1)　訓練において講じた安全管理上の措置に関する記録
(2)　安全点検表に関する記録
(3)　事後検討に関する記録
(4)　その他訓練における安全管理に関する記録
（補則）
第19条　この要綱を実施するにあたり必要な事項は、別に定める。
附　則
この要綱は、昭和60年４月１日から施行する。
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